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させる。
　　　　　　　　　理　　　　由
　本件各控訴の趣意は、被告人両名の弁護人森川金寿、同佐伯静治ほか一四名共同
作成名義の控訴趣意書及び検察官川島興作成名義の控訴趣意書にそれぞれ記載され
ているとおりであり、弁護人の控訴趣意に対する答弁は、検察官金井猛作成名義の
答弁書に、検察官の控訴趣意に対する答弁は、前記各弁護人共同作成名義の答弁書
にそれぞれ記載されているとおりであり、なお検察官の答弁に対する反論として前
記各弁護人共同作成名義の反論書が提出されているのでいずれもここに引用する。
　　　　　　　　凡　　　例
　（一）　最高裁判例の略称
　最高裁一〇・二六判決　　昭和四一年一〇月二六日東京中郵事件最高裁大法廷判
決（刑集二〇巻八号九〇一頁）
　最高裁四・二判決　　　　昭和四四年四月二日都教組事件最高裁大法廷判決（刑
集二三巻五号三〇五頁）
　最高裁四・二五判決　　　昭和四八年四月二五日全農林事件最高裁大法廷判決
（刑集二七巻四号五四七頁）
　最高裁五・二一判決　　　昭和五一年五月二一日岩教組事件最高裁大法廷判決
（刑集三〇巻五号一一七八頁）
　最高裁五・四判決　　　　昭和五二年五月四日名古屋中郵事件最高裁大法廷判決
（刑集三一巻三号一八二頁）
　（二）　争議行為等の略称
　争議行為　　　　　　国公法九八条二項及び地公法三七条一項の各前段の争議行
為。ストライキまたはストということもある。
　「あおり等の行為」　右各条項の各後段の行為。なお、そのなかの個々の行為を
「（遂行の）共謀」「そそのかし」「あおり」またはこれらの「企て」と、また本
件の「あおり」及びその「企て」を併せて本件「あおり」等の行為、と略称するこ
とがある。
　（三）　証拠物の略称
　　　　　　符〇号　　東京高裁昭和五五年押第四五四号符号第〇号
　（四）　その他
　　　　　　おおむね原判決の略称にしたがう。
　　　　　　第一　弁護人の控訴趣意に対する判断
　序
　弁護人の控訴趣意書は、「序論、第一章ないし第五章、結論」の構成となつてい
るところ、同書三二頁では、その内容をさらに控訴趣意第一点ないし第六点に再構
成しているが、むしろ当初の構成にしたがつて検討するのが便宜と思われるので、
以下おおむねその各章ごとに当裁判所の判断を述べ、なお必要に応じ、当審審理の
過程であらわれた控訴趣意書に包含されていない弁護人の主張についても、関連箇
所において付言すべきものとする。
　一　控訴趣意書第一章（公訴権濫用に関する事実誤認と法令解釈適用の誤りの主
張）について
　所論は、要するに、原審において弁護人は、「１」本件起訴の適用法条である地
公法や、同旨の国公法の規定に関する判例は著しく動揺しており、また法規として
の明確性を欠くものであつたこと、少なくとも地方公務員についての最高裁判例と
しては、本件起訴当時最高裁四・二判決が変更されず存在したこと、「２」本件ス
トはｃを含む二二単産以上の公務員共闘加盟の諸組合によつて行われたものである
にもかかわらず、ひとりｃのみを起訴したこと、「３」本件捜査、起訴が参院選を
目前にひかえ、ｃに打撃を与えようとして、これをねらい撃ちにした政治的意図が
明白であること、「４」本件起訴前の段階における強制捜査は、異例にもスト当日
に行われ、しかも大規模かつ周到な計画のもとになされた異常、過酷な弾圧であつ
たこと等を総合して、本件公訴提起は起訴便宜主義の裁量を逸脱し、憲法の法の下
の平等原則に反する差別的起訴であり、刑訴法二四八条の公訴権の濫用にあたるも
のであると主張し、公訴棄却の申立をしたが、これに対し、原判決（ＩＶ第五・二
一三頁）が右主張の各点に対し十分な理由に基づかず右申立を排斥したのは、理由
不備ないし事実誤認をおかし、また同法三三八条四号の解釈適用を誤つた、という
ものである。
　しかしながら、もともと公訴権の行使は検察官の裁量に委ねられているところで
あり、その裁量が不当であるとの一事によつて公訴の提起が無効となることはあり



得ず、ただ、たとえば公訴の提起自体が職務犯罪を構成するような極限的な場合に
のみ無効とされることもあり得るものと解される（最高裁昭和五五年一二月一七日
決定、刑集三四巻七号六七三頁参照）。しかるに、原審及び当審取調べの関係証拠
を総合すれば、本件ストは、原判示の如く、また後に詳述するとおり、全国的規模
による全一日ストという違法争議行為であつて、公共性の高い公立学校における義
務教育の実施に少なからぬ影響を及ぼしたものである。そして、被告人両名は組織
の最高幹部の地位にあつてこれを計画、指導、推進したもので、その責任は決して
軽くないと認められるのであるから、被告人両名に対し、地公法六一条四号違反と
してその刑責を問うため捜査を行い、起訴に至つたのはやむを得ない措置であつた
というべきである。
　所論は、本件は不当な政治的意図に基づく差別的起訴にあたるというが、しか
し、本件ストを包摂する七四春闘ないし公務員共闘加盟諸組合のストはそれ自体大
きな政治的事件であつたのであり、そうしてみればそのなかで、捜査当局または検
察当局が捜査または起訴の対象を決定するにあたつて結果として或る種の政治的色
彩を伴うことは避け難いことといわざるを得ないとともに、上述のような本件事案
の性格にかんがみると、他はともあれ、本件が起訴に値いしないことの明らかなも
のを敢えて起訴した案件ともみられない。
　また、地公法六一条四号が合憲であり、法規としての明確性についても何ら欠け
るものでないことは、本件ストに先立つ約一年前になされた最高裁四・二五判決を
先例として十分判断できたところであつて（事実、所論指摘の最高裁四・二判決も
その後最高裁五・二一判決によつて変更された。なお、わが国には米国におけるよ
うな判例不遡及の法理はなく、すでに四・二五判決が存する以上、本件が五・二一
判決による四・二判決の判例変更前の事案であることを形式的に考慮する必要はな
かつたものである。）、地方公務員としても右四・二五判決の趣旨を尊重すべきで
あつた。したがつて、被告人らが右四・二判決の考えに立つて行動したことが当然
であつたともいえない。いずれにせよ、検察官の本件起訴については、当時政治的
あるいはマスコミ等による社会的批判があつたとしても、法律的にみてそれが無効
とされるべき程の極限的場合に該当するとは到底思われない。したがつて、原判決
が原審弁護人の前記主張及び申立を容れなかつたことは、むしろ正当で何らの不
備・違法はなく、論旨は理由がない。
　二　控訴趣意書第二章（事実誤認の主張）について
　所論は多岐にわたるが、要するに、原判決の、本件ストに至る経過及び本件スト
の目的、性格、機能、結果等に関する諸事実並びに罪となるべき事実の各認定に
は、それぞれ事実の誤認がありこれらは地公法六一条四号の解釈適用（適用違憲を
含む。）あるいは違法阻却事由の存否についての判断の誤りをも導いたもの、と主
張するものである。
　以下、所論にかんがみ、順次判断を加える。
　〔Ａ〕　ｃ関係（被告人ａ関係）
　１　本件ストに至る経過について
　弁護人は、原判決が、本件ストの立案・計画から実施に至る一連の過程のなか
で、被告人ら組合幹部の者の指導行為が現実に果たした役割等について検討を加え
るにあたり、本件ストの企画・立案は、早くも本件スト前年の昭和四八年七月開催
のｃ第四三回定期大会当時までに執行部においてなされ、その結果が議案として提
案・可決され、その後下部討議に付されたことが認められるところ、この七月の時
期には、各県段階においては、翌年のことよりもまずその年度の給与引き上げの確
定の方が差しせまつていたという事情にあつたのであるから、そのようなことを考
えると、本件全一日ストヘの路線をまず用意して提示し、これに沿うよう組合員の
意識を触発したのは被告人ら組合幹部においてであつたことは否定できない。」と
認定、判示している点（原判決書ＩＶ第三、二、３。一六二頁）を批判し、右第四
三回定期大会における大会方針、すなわち、七四春闘における闘争課題と、これを
全一日という規模のストライキを組織して追求するとの方針は、同大会で突如とし
て提案されたものではなく、昭和四五年以来確立されている賃金闘争路線に基づ
き、七一春闘、七二春闘、七三春闘を経て組合員の間に深まつていた共通の理解と
切実な意識に裏づけられて決定されたものであるから、原判決の認定は組合幹部の
指導行為を不当に過大に強調したものであり、これは被告人らの本件各行為の法的
評価を判断するについての重要な前提事実に関し事実誤認をおかしたものである、
と主張する。
　そこで関係証拠に基づき検討すると、たしかに所論のような経過、すなわち、昭



和四五年のｃ第三八回定期大会で、いわゆる七〇年代は労働基本権の確立、人事院
勧告体制の打破等をめざす本格的賃金闘争の段階に入つたとし、半日以上のスト体
制の意義が強調され、その後賃金闘争の面ではいわゆる七一春闘、七二春闘により
人事院勧告の四月一日実施を獲得し得たとし、七三春闘からは人事院勧告の内容と
なる賃金の上げ幅そのものをめぐる闘争に入つたとする一方、その間労働基本権の
確立を求める面では、具体的にはストライキに対する懲戒処分の撤回・阻止と実損
回復の要求を目標として進められ、七三春闘では右処分問題が重要な政労交渉の課
題となつた結果、政府との間でいわゆる七項目合意が成立するに至つた等の経過が
認められ、七四春闘がこの経過の延長線上で進められるべき事情下にあつたこと、
及び一般組合員の多数がｃ本部のとつたこの間の方針・行動等の大綱を是認する意
識を有していたことは推測するに難くない。しかしながら、第四三回定期大会に提
案された大会議案に盛られた内容中、ストライキの実施に関する部分、すなわち、
七四春闘は、「国民春闘として官民一体となつた一大統一ストライキを組織する」
「スト権がとれるまでストライキを継続するゼネスト体制で闘う」「春闘の重要段
階においては一日ストライキを目途とする強力なストライキを組織する」等の点
は、（各県ｄの幹部的地位にあつた者はともかく）一般組合員において必ずしもそ
こまでの具体的展望を有していたとは思われない。昭和四八年七月の右大会の頃
は、原判示のとおり、未だ昭和四八年度の人事院勧告、したがつてまた各県等の人
事委員会の勧告は出ていない時期であつて、各県等の段階では翌年のことよりも、
まず同年度の給与引上げの確定の方が差し迫つていたのであり、一般組合員も当然
ここに主たる関心を集めていて、翌年度の賃金闘争の具体的方法に対する関心は必
ずしも切実なものとなつていなかつたとみるのが事実に即していると考えられる。
そして右定期大会議案は、ｃ中央執行委員長である被告人ａを含む中央執行委員ら
が中心となつて立案にあたつたものであるところ、その過程で、今後公務員共闘の
闘争の力量を質量ともに高めるためには日単位のストライキを実行すべきであると
の意見が強調され、中央執行委員として「七四春闘については日単位ということを
目途にしよう。」との提議があつて（原審中ｅ証言）全一日ストの構想が樹立さ
れ、大会議案の内容となり、それが可決されてここにストの枠組みが設定されたこ
とがうかがわれる。したがつて、原判決が全一日ストヘの路線に沿うよう組合員の
意識を触発したのは被告人ら組合幹部であつたと認定したのは正しく、その指導行
為を不当に過大視したということはできない。
　２　本件ストの目的、性格、機能等について
　弁護人は、原判決の本件ストの目的、性格についての摘示（原判決書六一頁以
下）に関しては、本件闘争においてｃ等が賃上げ要求を掲げ、戦術として全一日規
模のストを配置して求めた具体的目標が何であつたかを十分明らかにしていないの
は不十分であるものの、この点を除けば異論がないとしたうえで、本件ストの機能
につき、原判決が、「（人勧完全実施後は）組合側としてこの上有利な条件を引き
出そうとすれば、勧告の基礎となる調査内容に組合として関与できるような方策の
新設を考えるか、あるいは、同年七月の勧告に先立つて、春闘時期に政府との間で
給与引上げ額をめぐる事実上の政・労合意を成立させ、これをその後の人事院勧告
に反映させてゆくという方法をとらざるを得なかつたわけであろうが、現在の人事
院制度は、人事院が独立の調査・勧告権を有し、実際にも独立して公平な立場で勧
告をする点に、その勧告結果の説得性が依拠している面が強いのであるから、政・
労合意の結果を右の勧告に反映させようとすることは、理くつはともあれ、実際上
は、従来のように人事院制度を維持してその勧告内容の充実をはかるというより
は、人事院制度を部分的に否定して労使交渉による賃金決定という新方式への移行
を求めようとする主張につながるだけに、そのことの政策的な当否は別として、現
行人事院制度による保障を建前としている法制度のもとにおいては、到底そのまま
一般に許容されにくい問題を抱えているものと思われる」と判示している点（原判
決書ＩＶ第四、二、２。二〇八頁から二〇九頁）を批判し、原判決がいうところの
人事院の権能及び勧告の説得性なるものは、今日の人事院勧告制度の運用の実情に
照らしてみて、きわめて古典的な理解というべきである、すなわち、今日の人事院
勧告制度は、人事院が独立した権限に基づいて国会及び内閣に対し勧告することを
前提としながら、その勧告作成過程に政労双方の意見を反映させるような運用に変
容してきているのであつて、そのことの故に本件闘争はまさに政労合意を勧告へ反
映させることを求めようとしたものであつたし、人事院勧告は、現実には官民格差
の是正を主眼とするものであるから、公務員共闘が春闘相場とりわけ公労協に連動
した賃金改善を求めてたたかうのも当然である、とし、このような実情にあるの



に、原判決が前記のように認定、判示しているのは、人事院勧告制度と政労交渉の
関連をめぐる諸事情を看過し、結局ｃ等が全一日という規模のストライキをかけて
も実現せざるを得ないと考えた具体的目標が今日の社会通念に照らしても社会的に
是認せざるを得ない必然性を有していたのにこれを否定するという誤りを導いてい
る、というのである。
　しかしながら、所論指摘の原判決の判示部分が所論指摘のような人事院勧告と政
労交渉の関連をめぐる諸事情を看過したというのは所論独自の理解のしかたに過ぎ
ず、事実誤認を云々するのはあたらない。原判決のこの部分は、昭和四七年以来人
事院勧告が四月一日に遡つて完全実施されている実情にかんがみれば、公務員組合
側がこのうえ有利な条件を引き出そうとしてストを背景として交渉を行い、ストに
よつてその要求実現を図ろうとすることは、人事院制度による保障を建て前とする
現行の法制度と調和しないことを指摘し、可罰的違法性阻却事由の一要素となし難
いことを説明しているもので、その立論は後述する（五、（一））当裁判所の見解
と背馳するものではなく、弁護人の主張は理由がないというべきである。
　３　被告人ａの「あおりの企て」について
　弁護人は、原判決が罪となるべき事実として認定、摘示しているところの被告人
ａの「あおりの企て」についての諸事実、すなわち、ｃ第四四回臨時大会における
決定、指示第一八号（「指令第一八号」とあるのは「指示第一八号」の誤記と認め
られる。）の発出・伝達、第五回全国戦術会議における決定等について、それらの
外形的事実を認めながら、原判決が、右の各行為は「あおり」行為へ向けての計
画・準備行為と評価し、それらが「前後につながり合つた一体の行為として、所期
の争議行為発生の危険を具体的に生じさせた」と認定している点（原判決書ＩＶ第
三、三。一六六頁から一七一頁）を批判し、原判決は、右の三つの行為が「あおり
の企て」に該当するかどうかを判断するにあたり、その前提となる事実を誤認した
結果、判断を誤つたものである、と主張する。すなわち、原判決は、たとえば、ｃ
第四四回臨時大会における決定の内容につき、「全一日ストを実現するとして……
同盟罷業の遂行を決定したうえ……」「スト突入にあたつての全組合員に対するス
ト指令は……」「……ストライキ突入体制を整備した……」などとし、また、第五
回全国戦術会議において被告人ａが組合員に対し「同盟罷業実施の指令を発出・伝
達するための具体的細目の計画準備をしていた」と判示し、右臨時大会にはじまる
一連の経過があたかも「スト実施」を直接、第一義的な目的としていたように認識
しているが、これらは単に「スト体制の確立」の経過を意味するにとどまり、この
「スト体制の確立」とは、公務員組合の交渉機能の欠如を補完し、戦術目標を達成
するための「ストの配置」に過ぎず、「スト実施」を直接の目的とするものではな
くて交渉開始の契機を作り出すことを第一義的な目的とするものであるから、以上
の一連の行為の結果として、争議行為発生の危険を具体的に生じさせたとはいえな
い、というものである。
　（一）　そこで、所論の当否を判断するため、まず労働組合一般におけるストラ
イキの過程の始終を一瞥しておくと、それは当初組合大会等においてストの提案が
なされ、次いでその議決の批准が行われる等してスト権が確立された後、指令権者
から、外部的にはスト通告（スト宣言）、内部的にはスト指令が発せられ、ストの
実行行為に突入し、やがてスト終結の指令によつてストが終息するという形で展開
するのが通常の経過と思われる。それでは、本件当時におけるｃのストの手順はど
のようなものであつたかを考察してみると、この点につき、弁護人は、昭和三〇年
代にはｃないし各県の大会決定と闘争委員長のスト指令の発出・伝達という手続で
ストが実施されていたが、昭和四〇年代に入つてからは、（ａ）ｃ臨時大会でスト
に関する指令権をｃ中央闘争委員長に委譲する、（ｂ）批准投票を行う、（ｃ）全
国戦術会議を開いて、批准投票結果を確認し、その確認に基づいて、その会議の場
で委譲された指令権を発動する旨宣言する、（ｄ）その後は、中止指令がなされな
い限り、別途に指令の発出は行わずストは実施される、との仕組みになつていたと
説明しており（当審第六回公判における公判手続更新にあたつての意見。同陳述書
一八五頁）、関係証拠によればこれはおおむね肯認できるところといつてよい。
（ただし、指令の発出の点についてはなお後述する。）そして、本件でも、右
（ａ）はｃ第四四回臨時大会において、（ｃ）は第五回全国戦術会議においてそれ
ぞれその手続がとられ、その中間で（ｂ）の批准投票が行われている。
　この手順をみると、右（ｃ）の宣言は通常いわれるスト指令の観を呈する。しか
し、弁護人の主張によれば、これは「スト体制の確立」ないし「ストの戦術配置の
確定」に他ならないというのであるし（控訴趣意書四五〇頁以下）、本件におい



て、右全国戦術会議時においては未だストライキの日時が確定状態になく、予定さ
れたところも一月位先のことであつたこと、同会議の内容が全組合員に伝達される
ような形式のものでもなかつたこと、同会議当日配布された「七四春闘ストライキ
戦術実施要項（行動規制）について」の内容は、ストに至るまで及びスト当日にお
ける組合員の行動の要領を詳細教示するものでストの準備を整えさせるのを主眼と
しているとみられること等に照らすと、純粋のスト指令と認めるのは甚だ不合理と
思われる。したがつて、これを原判決のように「幹部間における最終的連絡に近い
もの」（原判決書ＩＶ第三、五。一七九頁）と解釈することもできなくはないが、
むしろ、この段階は前記スト指令権の委譲によつてはじまつた「スト体制の確立」
が基本的に了した時と理解するのが相当であろう。
　（二）　それでは、この「スト体制の確立」（闘争体制の確立、同盟罷業実施体
制の確立等と呼称されることもあるが、いずれも同義に解して妨げないであろ
う。）とはいかなる意義を有するかについて吟味を加えると、この点に関し弁護人
は、「スト体制の確立」を「ストの配置」を意味するものとし、上掲所論のとおり
述べたり、またたとえば、交渉力強化のためのストライキ戦術の内容の決定とその
体制をとること、と述べたり、あるいは、その目的は組合員に対しスト実施の意思
をオーソライズし、当局に対しては交渉力の背景をつくる予告的なものと述べたり
して（原審弁論要旨一二一六頁、一二四八頁等参照）、「スト配置」をやや観念化
するような捉え方をしている。しかし、「スト配置」とか「スト体制の確立」とか
を右の意義にとどめて現実の「スト実施」との関連性を希薄化してしまつては、そ
れは当局との交渉の場を作出するという当初企図した機能を殆んどもち得なくなつ
てしまうであろう。したがつて、「スト体制の確立」とは、たしかにストライキの
無条件「実施」を確定したことを意味するものではないにしても、弁護人の主張す
るような意義以上に、組合として、もし欲すれば何らの内部的障害なしに「スト実
施」に移行し得るという実力行使を背景にした強い闘争態勢そのものを指すと解し
なければならない。
　（三）　かくして、ｃ第四四回臨時大会における決定及び指示第一八号の発出
は、その具体的目標を右のような「スト体制の確立」に置いているものであり、ま
た第五回全国戦術会議における指令権発動宣言等は、爾後ｃ闘争委員長の指導統制
の下に各批准県ｄが統一して、スト実施に直結するスト体制の確立を基本的に了し
たもの、ということができる。（もちろん、「スト体制の確立」はここで終つてい
るものではない。この段階は、別言すれば、スト体制を大綱的に整備した段階であ
つて、「スト体制の確立」はスト突入まで継続強化される過程といえよう。）
　したがつて、第四四回臨時大会にはじまる以上の各行事はスト実施に向けての不
可欠な段階的行事であるから、原判決が、被告人ａが右の三つの行事に関与した行
為をもつて「あおり」行為へ向けての計画準備行為に該当するとし、それらが「前
後につながつた一体の行為として所期の争議行為発生の危険を具体的に生じさせた
もの」としたのは正当といわなければならない。（その詳しい理由についてはなお
四、３において後述する。）
　弁護人の主張は採るを得ない。
　４　被告人ａの「あおり」について
　弁護人は、原判決が罪となるべき事実として認定、摘示した被告人ａの「あお
り」についての諸事実（原判決書Ｉ第一、二）、すなわち、「１」いわゆる三・二
九指令の発出・伝達、「２」三・二九ｃｆ新聞号外「七四春闘第四次全組合員配
布」の頒布及び「３」四・九指令の発出・伝達について、原判決がこれらの行為を
もつて同盟罷業の遂行の「あおり」にあたると認定、判示している点を批判し、原
判決は右の諸行為のもつ意義、目的、効果等の認定を誤つている、と主張する。
　（注）　右の三・二九指令及び四・九指令についてはこれらが「指令」であるか
否かについては後記の如く争いがある。そして、三・二九指令は都ｄ本部を除く各
県ｄ本部には電報をもつて、都ｄ本部には口頭をもつて伝達されている。一方四・
九指令は都ｄを含め各県ｄ本部に電話をもつて伝達されている。そこで以下には、
前者のことを三・二九電報と一括して呼び、後者のことを四・九電話と呼ぶことと
する。
　（一）　三・二九指令について
　所論は、原判決は、いわゆる三・二九指令について、昭和四九年三月二九日春闘
共闘等により、同年四月八日から一四日までを春闘共闘第四次統一行動期日として
ゼネストを行う旨決定されたとしたうえ、「公務員共闘もこれに合わせて同月一一
日から一三日にかけて『一日ストライキ・半日ストライキ』を反覆決行する方針を



確認したのを受け……ｃ本部名義で『春闘共闘戦術会議の決定を受け、公務員共闘
は四月一一日第一波全一日ストライキを配置することを決定した。各組織は闘争体
制確立に全力をあげよ。』との趣旨の指令を発出・伝達した」旨認定しているが
（原判決書Ｉ第一、二、１。一五頁以下）、これは第一に、「スト配置」と「スト
決行」を同視、混同するものであつて、公務員共闘、ｃとも同日「スト決行」を決
定したことはなく、公務員共闘が「スト配置」の日程を決定し、ｃ本部はこれを受
けて、下部組織に連絡したのに過ぎない点、第二に、いわゆる三・二九指令は「指
令」ではなく、電報による単なるスト日時の連絡である点、において誤認をおかし
ている、という。
　（１）　しかしながら、「スト配置」という用語が組合用語として「スト決行」
とか「スト実施」と区別されるとしても、その有する機能が前述のとおり、スト実
施に直結するものである限り「スト配置の日時」と「スト決行の日時」とを区別す
る実益はなく、全く同じ意味を有するものと受けとつて差支えないと思われる。
　（２）　次に、三・二九電報が指令であるか、単なるスト日時の連絡であるかで
あるが、前者であればスト参加への強力な慫慂行為として「あおり」にあたる蓋然
性が高いのに対し、後者であれば「あおり」にあたる可能性が低い。この点につき
原判決は、結論として、三・二九電報を一応指令と解したうえで、なお組合規約等
の観点から「指令」と呼ぶべきか否かにかかわりなく、その実質から「あおり」に
あたるかどうかを判断すべきものとし、結局「あおり」にあたるとしたものであ
る。そこで検討する。
　三・二九電報の内容は、その前段部分として、「春闘共闘戦術会議の決定を受け
公務員共闘は四・一一日第一波全一日スト、四・一三日第二波ストを配置すること
を決定した」、後段部分として、「各組織は闘争体制確立に全力をあげよ」という
ものであるところ、これをスト日時の連絡にとどまるとする弁護人の主張を裏づけ
るおもな証拠としては、原審中ｅ（当時ｃ書記長）、当審ｇ（当時同書記次長）、
原審及び当審ｈ（当時都ｄ書記長）の各証言であつて、これらの者は殆んど異口同
音に、全国戦術会議における指令権発動の宣言があつた後は、指令なるものはあり
得ず、したがつて三・二九電報は右指令権発動の際未定であつたスト実施日時を補
充する単なる「日時連絡」であり、同電報後段部分は組合内における慣用的文言に
過ぎない旨証言する。しかし、これらの証言は以下の理由により必ずしも納得でき
るものではない。
　イ、　本件当時におけるｃのストの手順として弁護人の説明するところは、おお
むね前記（３、（二））のとおりであるが、この説明どおりだとすると、本件当時
におけるｃのストは、さながら「スト指令なきスト」とみられるようである。しか
し、前記全国戦術会議における指令権発動宣言後は、もはや自動的にストに突入す
る態勢にあつたとか、中止指令以外全く指令あるいはこれに準ずる行動要請等があ
り得ないものであつたなどとは俄かに考え難いところである。けだし、もともと昭
和四〇年を境にして前記の如き一種の戦術転換が何故に行われるに至つたかは必ず
しも詳らかではないが、従前の「スト指令」発出方式は当局の取締りを受け易いと
いう配慮から前記のようなきわめて屈折した方式に移行したと推量する余地が十分
存するのみならず、本件に即していえば、前記第五回全国戦術会議における指令権
発動宣言後スト突入まではなお相当期間の間隔があり、かつ他団体との共闘態勢を
組んでいて、スト日時も内定の域を出なかつた本件の如き場合には、その間の情勢
に即応しつつ実力行使戦術の確定・確認・変更等の措置をとる必要もあることであ
ろうし、また団体強化のための方策を講ずべき事態も予想されるので、これらの点
をよく見据えたうえで、スト突入の契機となる指令ないしこれに準ずる行動要請を
発出することとは、ほぼ必然的に求められる関係にあつたと考えるのが実態に合し
ていると思われるからである。さればこそ、後述の如く、下部組合の大方において
本件につき指令発出があつたと観じていたことが容易に理解されるゆえんであろ
う。
　ロ、　三・二九電報発出の経過をみると、同電報は、それまではまだ内定の域に
あつたスト日程につき、いよいよ各共闘団体との間で確定した段階において、これ
を全国的規模で各県ｄに対し、ｃ本部名義をもつて、電報すなわち文書の形式（都
ｄに対しては口頭）をもつて伝達されたものである。しかもそれは、本来三月二七
日に決定伝達される予定のものであつたのが二九日に延期されたことについても、
二八日付で各県ｄあてわざわざ電報をもつて連絡されたうえで発せられていて、そ
れだけにきわめて重要視される性質のものであつたといわなければならない。そし
てその内容中、前段部分はストライキ決行の確定日時を伝達するものであるが、こ



れはそれ自体第五回全国戦術会議により、基本的にスト体制の確立を了し一種の待
機状態にあつた段階を、現実のスト決行に結び合わせる意義をもち、当然一般組合
員に対し、その明示された確定日時におけるスト参加を強く要請する趣旨を含意
し、まさにストの起動をはかる「スト指令」と呼ぶに足りるものであつたと思われ
る。加えて右電報後段部分の前示文言は、スト体制の確立（強化）を命令調で指示
するものであり、ますますその指令たる性格を強くうかがわせるものであつた。上
記証人らはこの電報後段部分を慣用的文言に過ぎないというけれども、これを、そ
の頃発せられた他の電報（符五二五号、一五九号、六〇九号、六五五号等）と対比
するとき、特に命令調をもつて「全力をあげよ」とする点において際立つており、
到底常套的慣用文言とは認め難いものがある。
　一方、ｃｆ新聞は、その三月二二日付において全国戦術会議の内容を報道するに
際し、「具体的な（スト）突入日については三月二十七日予定の春闘共闘戦術委員
会の最終決定をうけて、中央闘争委員会が各県に指令することになつた」旨を、つ
いで三月二九日付（号外）及び四月二日付において、ｃは、四月一一日に全一日ス
ト、一三日に早朝二時間ストを決行することを決め「全国に指令した」旨を、それ
ぞれ明確に登載している。
　ハ、　次に、各県ｄにおける三・二九電報の下部組織への伝達状況をみると、北
ｄ、広ｄ各本部においては三・二九電報の前段、後段部分と同旨の内容を電報その
他の方法をもつて支部、支会、分会あてに伝達していること、また岩ｄ本部におい
ては三・二九電報の前段部分と同旨の電報を支部に伝達し、この三・二九電報は明
らかに指令と解されていること、さらに埼ｄ本部においては、三月二九日当日開催
の第五回拡大戦術会議の席上ｉ副委員長から出席者に対し、三・二九電報と同旨の
事項を告知し、これが下部に伝達されたこと、等が証拠上明白である。（もつと
も、埼ｄの場合については少しく説明が必要である。すなわち、ｊの検察官面前調
書によれば、「右拡大戦術会議においてｉ副委員長が『ｃからスト決行日決定の指
令がきた。埼ｄも統一ストライキを成功裡に行わなければならない。各単組にこの
方針を伝えてくれ。』との発言をした。」旨の供述があるが、同副委員長は当審に
おいて右とやや異なる証言を行い、「自分は会議前に、ｃ本部のｋ情宣局長にスト
の日時を問い合わせて『公務員共闘の会議はまだ終っていないがスト決行日時は四
月一一日全一日、同月一三日早朝二時間と決定されることは確定的』との情報を聞
き出したうえ、議案書に右日時を公務員共闘の決定に先行して記載し、これを出席
者に配布し、かつ会議の席上右の日時は最終決定である旨説明したものである。そ
してその後、ｃ本部から『電報も打つたが遅れるといけないから電話で連絡してお
く』ということで、三・二九電報と同内容の電話連絡を受けたが、出席者に対して
は、その内容はすでに説明ずみのことであつたため改めて告知しなかつた。会議終
了後電報が到着した。」と述べている。しかし、ｉ証言によつても、出席者に対
し、三・二九電報前段部分の内容は、いわば先取りした形で告知され、後に同内容
の電話電報の到着があつたが改めて告知する必要もなかつたというのであるから、
結局のところその伝達があつたとみるべきはもちろん、会議の状況上後段部分の趣
旨も十分徹底していたと判ぜられる。なお、この経過において、三・二九電報の到
達が遅れるのを心配して、殊更電話をもつて同内容のことを連絡したｃ本部の措置
は、同電報が単なる日時連絡以上の重要性をもつものであることを示す有力な証左
の如く思われる。）
　他方、都ｄ本部における取扱いは次の如きものである。すなわち、上記ｈ証言に
よれば、同本部では三・二九電報と同内容の連絡を受けたものの、これを指令とは
考えなかつたので、下部に対しては電報前段部分のスト日時が決定した旨を伝達し
たにとどまる、というのである。しかし、右前段部分はそれだけで十分指令性をあ
らわすものであること既述のとおりであり、また新聞都ｄ第九八二号には電報後段
部分をそのままの形で掲載されてはいないが、同電報内容のすべてが詳しくふえん
されており（その大見出しは「１１日に全一日スト都ｄ、全力をあげて成功へ」と
なつている。）、都ｄにおいても実質的に指令の趣旨を伝達したのと変らない措置
をとつたということができる。
　ニ、　そこで、右のような各県ｄにおける伝達過程に加え、前記ｃｆ新聞が全国
組合員の多数に頒布され、その影響力も大であつたことにかんがみるときは、組合
員の大部分が三月二九日にスト指令があつたと受けとつたことはほぼ疑いない。そ
して、原審及び当審にあらわれた各種証拠によつて認められる三・二九電報内容の
各下部組織に対する滲透結果、特に以後同電報によつて示されたスト決行日時が本
件におけるスト体制の強化・スト突入のための重要な指標となつた事実等に照らす



と、同電報が未確定のスト日時を埋める連絡に過ぎないものであつたとは到底信じ
難いところである。
　以上縷述したとおり、三・二九電報は一般にスト指令と呼ばれる性質のものであ
つたとみるべきである。そして、その発出時機、内容、伝達状況、下部組織の受け
とめ方等を総合すれば、明らかに後述「あおり」の定義に該当するものといわなけ
ればならない。したがつて、原判決の認定に格別の誤りはなく、所論には左袒し難
い。
　（３）　なお、弁護人は、当審最終弁論において、被告人ａは、右三・二九電報
の発出・伝達について全く関与することがなかつたとし、同電報による「あおり」
の共謀責任（ｃ本部役員との間における同電報発出の共謀及び各県ｄ本部役員との
間における同電報内容伝達の順次共謀）を否定する主張をしているので（弁論要旨
四一七頁、四二四頁）、職権をもつて判断するに、以下の理由によりその主張には
賛同できない。すなわち、
　イ、　前記三月一九日の第五回全国戦術会議において、被告人ａは中央闘争委員
長として、東京、北海道、岩手、埼玉、広島を含む二五都道府県ｄについて「指令
権を発動する」旨宣言し、ここに既述の如く「スト体制の確立」を基本的に了した
ものであるが、この「スト体制の確立」とは、批准各県ｄに対する関係では決定さ
れた日時に直ちにストに突入し得る非常体制を整えておくべきことを命ずるもので
あると同時に、当然中央闘争委員長の帷幄としてスト実施の中枢機関となるｃ本部
に対する関係では、今後各県ｄに対する指示・指令の発出・伝達はもちろん、必要
に応じ中央情報を連絡し、またスト決行を督励する等の措置を臨機にとり得る体制
固めを義務づける側面をももつものであつたといわなければならない。そして関係
証拠によれば、そのため下部組織へのスト関係の主要事項の発出・伝達等は本部残
留責任者たる書記次長に、また機関紙内容の決定、下部組織への発送等は情宣局長
（中央執行委員）を責任者とする情宣局に、というように事務が分担されていたと
認められる。また、本部各役員間には常時相互連絡、意思疎通があつたことは容易
に推測でき、いずれにしても、前記全国戦術会議における決定内容の実現に向けて
のｃ本部内の具体的行動は、おおむね中央闘争委員長の予見した指揮範囲、換言す
れば包括的指示内の行動であつたとみるべきである。したがつて、スト突入日が決
定した際にこれを指令として下部へ伝達し、スト参加を強く慫慂する格別の意味を
もつた三・二九電報の発出は、もとよりその例にもれるものではなく、これをｇ書
記次長においてとりしきり、被告人ａが直接関与していなかつた（あるいは、当日
中央執行委員会か開催されなかつた）からといつて、同被告人が同電報発出の共謀
責任を免れる関係にあるとはおよそ考えられない。
　ロ、　次に、上述の如く、第五回全国戦術会議によつて各批准県ｄはスト体制の
確立を基本的に了したこととしたものである以上、これに出席しまたはその報告を
受けた各県ｄ本部役員らにおいては、今後ｃ本部から発出されるべきスト関係の指
示・指令等については当然下部機関及び所属組合員にこれを伝達することを了解し
たものであることは言をまたないところであり、したがつて、本件ストについて指
導的立場にあつた右各県ｄ本部役員らが三・二九電報による指令を受け取つた時点
において、その内容の伝達について原判示の如く被告人ａらといわゆる順次共謀を
遂げたとみるのに何の支障もないというべきである。
　（二）　三・二九ｃｆ新聞号外について
所論は、原判示三・二九ｃｆ新聞号外の頒布は、これにより組合員がスト参加を決
意する契機となるなどと評価し得るものではない、という。
　しかし、同号外は、「歴史的な全一日ストを総力をあげて成功させよう」との大
見出しの下に、「全組合員配布」を予定して作成されたもので、七四春闘はいま決
戦段階にあること、ｃ運動史上かつてない全一日の全国統一ストを中心とするスト
ライキを整然とたたかいぬくことが組合員一同に強く求められていることなどの内
容を含む檄文的構成がとられており、明らかに後述するような「あおり」に該当す
る文面・文意とみるべきであるから弁護人の右主張は採るを得ないこと明らかとい
わなければならない。
　なお、弁護人は当審最終弁論において、このｃｆ新聞号外はｃ本部情宣局独自の
編集発行にかかるもので、被告人ａはその内容について一切関知しておらず、した
がつてその頒布につき共謀責任を負わない、との新たな主張をしている（弁論要旨
四五六頁）。そこで職権をもつて判断するに、ｃ本部においては第四四回臨時大会
前の二月段階からすでに「七四春闘特別教宣計画」を策定し中央闘争委員長たる被
告人ａ名義て各県ｄ委員長等あで発出しており（符四〇七号等）、スト体制確立、



春闘勝利のアツピール等についての情宣局の任務は被告人ａにおいてその大綱を把
握していたことは疑いない。そして、前述第五回全国戦術会議後においては情宣局
は、中央闘争委員長の統制のもとに右計画の内容に同会議の決定事項を受け入れた
うえ、スト奏功のための諸活動をなすべく義務づけられていたとみるべきであるか
ら、三・二九電報について前述（（一）、３、イ）したと同様の理由をもつて、中
央闘争委員会の名義を付した三・二九ｃｆ新聞号外の作成頒布について被告人ａの
共謀責任を否定することはできないと考える。
　（三）　四・九指令について
　所論の要点は、四・九電話は、中央における交渉状況を中心とした清勢の連絡に
過ぎないのであつて、原判決が考えているようなスト突入の指令ではない、このこ
とは、これが必ずしも教職員に対し発せられたものではないこと、この電話内容は
都ｄをはじめとして大部分の県ｄにおいては、全く、もしくは支部段階程度までし
か伝えられていないことから明らかだ、というものである。
　（１）　そこでまず関係証拠によつて、四月九日前後における中央での春闘の交
渉状況をみると、四月初旬頃は民間組合の賃金交渉が逐次妥結していく段階にあつ
たところ、そのなかで春闘共闘、公務員共闘とも、ほぼ連日にわたり、賃金、物価
対策、年金、労働時間短縮、スト権、実損回復等の諸問題につき対政府交渉を行つ
てきたが、いずれも回答は延期されていた。そして、四月九日午後四時三〇分頃か
ら春闘共闘と労働大臣との交渉が行われ、スト権問題、スト回避の点等が論ぜら
れ、また同日午後五時頃から公務員共闘と総理府総務長官との交渉が行われ、賃
金、労働時間短縮問題その他が取りあげられ、次いで同五時三〇分頃から春闘共闘
と同総務長官との交渉が行われ、スト権問題等が議題とされた。しかし、いずれも
具体的進展はなく一〇日以降の再交渉にもち越された。かくして政労交渉はなお継
続中とみられる状況下にあつたが、四月一〇日昼過ぎに至り、政府は参議院予算委
員会で「ゼネストについて」と題する閣議決定を発表した。ところが、春闘共闘と
しては、右閣議決定はこれまでの対政府折衝の経緯を無視するものと強く反発し、
以後、政府との公式交渉はストツプするに至つた。そして春闘共闘は同日午後四時
から緊急幹事会、同六時半から最高指導委員会を開き、既定方針どおり一一日から
のゼネストに突入するとの方針を決定・承認し、公務員共闘戦術会議もこれを確認
した。以上のような経過がうかがわれる。ところで、本件の四・九電話は四月九日
昼頃発せられたものと認められる。しかしこの頃は上記のとおり春闘共闘、公務員
共闘とも対政府交渉を直前に控えている時で、予定したストに突入するか否かは、
今後における政府の態度いかんにかかわる面があつて、なお流動的であつたと判断
される。そこでこのような経緯に照らして四・九電話の性格を検討すると、同電話
の内容は、岩ｄが下部へ伝達した電報、すなわち、「ｃからの電話指令、春闘共
闘、公務員共闘の交渉は誠意ある回答なし、各県は予定どおり全国戦術会議の決定
に基づきストライキに突入せよ、ｃ、なお現在交渉中であり内容は電報で知らせ
る」旨の電文とほぼ同内容とみられるところ、ｃ本部としては、この時期になお当
局と交渉中のためスト中止はあり得ないとの最終的判断を下す段階ではなかつたの
であり、特に情勢の急変があつたわけでもないことから、三・二九電報以来すでに
スト臨戦体制に入つている下部組織に対し、同電報に上乗せする形のスト突入指令
を発する必要性は存しなかつたと考えられる。したがつて、四・九電話をスト突入
指令の一として捉えるのは適切でのはない。しかしながらさればといつて、所論の
ように単なる情勢連絡というのもあたらない。けだし、中央交渉状況についての情
勢連絡としては右電話は具体的内容に乏しく（証拠として提出されている三・二七
電報《符五二五号》、四・九電報《符六〇九号》、四・一〇電報《符六五五号》と
対比のこと。）、そのようなものを全国一せいに同一案文をもつて殊更に伝達する
のは特別の意味を有していなければならないはずであるからである。最も合理的な
推測は、当時前述のような中央情勢に若干流動的要素があつて各県ｄからスト突入
の見通し等に関する問合せも少なくなかつたことから、現時点では当局の誠意ある
回答がない以上ストは予定どおり行われる状況にある旨、ただし、交渉は継続中で
あることを各県ｄに改めて確認させ、スト体制のゆるみを戒めその昂揚をねらつて
スト必至を訴えた、スト直前におけるいわばＺ旗的意味をもつ行動要請であつたと
みることであろう。果してそうてあれば、その発出された時機及び文脈に照らし、
これが「あおり」に該当する電話連絡であつたことは疑いない。したがつて、原判
決のように、四・九電話に指令の用語を用いるのはやや難があるが、この点を除け
ばその結論は是認できるので、所論は採用できない。
　なお、この四・九電話についても、弁護人は、当審最終弁論において、被告人ａ



はその発出に関与していないとして同電話による「あおり」の共謀責任（ｃ本部役
員との間における同電話発出の共謀）を否定する主張をしている（弁論要旨四七五
頁）。しかし、右電話の発出は本部残留責任者であつたｇ書記次長によつて行われ
ているものの、四月九日当日被告人ａと同書記次長との間に連絡は保持されてお
り、当局の誠意ある回答がないとの判断が同書記次長独自の判断であつたとは到底
考えられないし、その点は別としても、下部組織に対し中央情勢の連絡や士気昂揚
を図るような実務的行為は、前述（（一）、（３）、イ）のとおり書記次長の任務
分担とされていて、これらはすべて中央闘争委員長たる被告人ａの包括的指示範囲
内の行為と認めるべきであるから、弁護人の主張には賛同できない。
　（２）　次に、この四・九電話の内容は、スト批准を行つた各県ｄ、特に都ｄ、
北ｄ、岩ｄ、広ｄ各本部に伝達されたことは疑いない。そして、右のうち都ｄを除
く三県ｄ本部においては被告人ａらｃ本部役員の意を受けて（弁護人はここでもこ
れら県ｄ本部役員との順次共謀の事実を否定するが《当審弁論要旨四八一頁》、そ
の主張を採るを得ないこと前述（一）、（３）、ロと同様である。）、右電話の趣
旨を電話もしくは電報により傘下各支部に伝達し、また各支部は四月一〇日夜まで
の間に電話によりあるいは各種会合等において口頭により、多数組合員に対し伝達
したことは証拠上明らかである。したがつて、右三県ｄに関する限り、四・九電話
内容の下部への伝達がなかつたとの弁護人の主張は事実に反するというべきであ
る。いうまでもなく、被告人らのあおり行為の成否を決定するにつき、右電話の内
容がもれなく全組合員に伝達されることは必要ではない。原判決の認定は「各県ｄ
さん下小・中教職員多数に対し、各県ｄ支部役員らを介して伝達した」というもの
であつて、この事実は原判決挙示の証拠によつて証明十分というべきものである。
　しかしながら、都ｄについては事情を異にする。すなわち、本件当時都ｄ書記長
であつたｈの原審証言によれば、都ｄ本部においては四・九電話を受領したもの
の、これは中央交渉の情勢連絡に過ぎないと把握し、これを組織的に下部に流すこ
とはしなかつたとみるべきもののように思われる。もつとも、原審取調べの分会長
クラス以下の組合員らの検察官面前調書のなかには、四月九日ないし一〇日の段階
のこととして、スト指令が出ている旨聞知したとか、分会長からスト突入の話があ
つたとか述べる部分もないではないが、同人らの原審公判における証言ではいずれ
もその趣旨があいまいになつており、両者を総合して考察すると、同人らの述べる
ところは、その頃支部等に伝達された他の情報に関するものと解する余地もないで
はない。さらに、直接都ｄ本部から連絡を受けるべき支部長クラスの者で四・九電
話の内容を知らされたと供述ないし証言している者は見当たらないことや、四・九
電話については、他にも埼ｄのように下部に伝達したとは認められない例もあるこ
となどをもあわせ考えると、ｃ本部の発出した四・九電話の内容が都ｄの支部以下
に伝達されたとの確証があつたとはいい難い。してみると、原判示「罪となるべき
事実」第一、二、３、（二）の後段、すなわち「（被告人ａは）都ｄ役員らとも順
次共謀のうえ、……東京都内において、都ｄさん下小・中教職員多数に対し、都ｄ
役員らを介して右指令（注、四・九指令）の趣旨を伝達した」との点（原判決書一
六頁）は、都ｄ役員との順次共謀の点及び指令伝達の点ともに証明不十分とみるほ
かない。そして、四・九電話を都ｄ本部役員に伝達しただけでは（一般組合員に対
し伝達されない以上）、未だ「あおりの企て」状態にとどまつており、「あおり」
罪の成立はないと解されるので、結局右（二）の全事実を肯認し、同罪の成立を認
めた原判決は事実を誤認したものというべきである。ただし、この点は、原判決摘
示のその余の「あおりの企て」及び「あおり」の事実とあわせて包括一罪を構成
し、その一部に過ぎないので、未だ判決に影響を及ぼすべき誤認ではなく、原判決
を破棄する事由には該当しないと思料される。
　（３）　ところで、この都ｄの場合と同じく、他の県ｄにおいても、四・九電話
の内容を下部に伝達しなかつたところも若干あつたやに推測される。埼ｄはその例
の一つである。（原判決がⅣ第三、六、１、一八一頁において埼ｄも右内容を下部
組合員に伝達したとしていることは誤りと思われる。）
　そこで、このことから、ｃ本部においては、四・九電話の内容は下部教職員にま
で伝達されることを予期するものではなく、これがかりに下部に伝えられてもそれ
は責任外のことであるので、被告人ａにつき同電話の発出は全体としてあおり行為
を構成するものではないとの見解も生まれ易い。
　所論が右電話が教職員に対し発せられたものでないとする趣旨はおそらくここに
存するのであろう。
　しかし、同電話は各批准県ｄに対しスト直前の時点で前述のとおり、現情勢では



予定どおりストラィキに突入することは必至である旨を訴えた行動要請たる性質の
ものであつたこと、これに対する北ｄ、岩ｄ、広ｄにみられる各取扱いが最も一般
的な対応のしかたであつたと考えられること等に徴すると、ｃ本部としては、右電
話の内容が下部組合員に滲透することを当然望んで行つたことと判断され、したが
つて、右見解は採るを得ないといわなければならない。
　要するに、四・九電話に関する所論は結局において理由がない。
　５　本件ストの影響等について
　弁護人らは、原判決が、本件ストの影響が大であつたと判示している点を批判
し、これは事実による検証を抜きにした抽象的推認に過ぎない、という。
　思うに、原判決が本件ストの結果ないし影響について判示する部分は原判決書Ⅳ
第一（六五頁から六六頁）並びにⅣ第四、二、２及び第五（二一〇頁から二一五
頁）においてであるが、これらの部分に特に事実を見誤つたと考えられるべき点は
ない。この点に関してはなお関係個所において詳細説示する。
　〔Ｂ〕　都ｄ関係（被告人ｂ関係）
　１　本件ストに至る経過について
　弁護人は、原判決が、本件ストに至る経過につき「都ｄ本部は、ｃの右第四三回
定期大会をはじめとする各種会議で決定された七四春闘構想を受け入れて、大幅賃
上げ、物価値上阻止、スト権奪還等を要求課題として七四春闘を全労働者、全国民
的規模のたたかいに発展させる、このため昭和四九年四月中旬から下旬にかけて第
一波二時間、第二波全一日ストライキの万全な態勢を確立すること等を主たる内容
とする『当面の春季闘争について（案）』をとりまとめ、昭和四九年一月に開催さ
れた都ｄ拡大戦術委員会において確認のうえ、同年一月上旬ころのｆ都ｄに『職場
討議資料』として登載して組合員に配布し、ついで、臨時本部委員会を開いて右
『当面の春季闘争について（案）』を可決・決定するとともに、更に、七四春闘に
おける都ｄとしてのたたかいの基本的態度等に関する『七四春闘勝利のために（都
ｄ第一次案）』をとりまとめ、同年一月下旬ころの新聞都ｄに登載して組合員らに
配布した。こうして……七四春闘へむけて、ストライキ戦術を含む闘争方針を基調
とする職場討議を組織的に進めていつた。」と認定、判示している点（原判決書
Ｉ。一〇頁から一一頁）を批判し、原判決が本件ストにつき、昭和四九年一月か
ら、しかももつぱら都ｄ本部の主導に基づいて取組みが行われた如く認定している
のは誤りである、すなわち、都ｄの本件ストに対する取組みは、昭和四八年六月の
都ｄ第五六回定期大会で、七三春闘の総括とともに、七四春闘を組合員の要求、話
合いによつて組織する方針が決定されたことに始まり、同年九月の本部委員会にお
いて、職場・分会での取組みを基に七四春闘の要求と戦術を決定することとされ、
以後、各職場、分会で数次にわたる討議やアンケートが行われた結果、昭和四九年
三月の臨時大会で、職場から選出された一、二〇〇余名の代議員による討議によ
り、全一日ストの方針が決定されたものであるから、原判決のような認定は誤りで
あり、それが罪となるべき事実の認定及び違法性阻却事由存否の判断の誤りをも導
いている、というのである。
　しかしながら、所論指摘の原判決の判示部分は、被告人らの罪となるべき事実を
判示する前提として必要な範囲内において、都ｄ本部の本件ストに至る組織的活動
の経過を判示したものであり、弁護人主張のような経過が判示上省かれているから
といつて、事実認定に誤りがあるというのはあたらず、原判決挙示の関係証拠によ
れば、原判示のとおりの経過が認められるのであるから、原判決に何ら事実の誤認
はなく、弁護人の主張は理由がない。
　２　被告人ｂの「あおりの企て」について
　弁護人は、原判決が被告人ｂの「あおりの企て」として判示している部分、すな
わち、「１」被告人ｂが、第五七回都ｄ臨時大会に臨み、都ｄさん下小・中教職員
らをして四月中旬に、第一波半日、第二波全一日の同盟罷業を行わせること、組合
員に対し同盟罷業実施体制確立のための説得慫慂活動を実施することなどを決定し
た、と認定し（原判決書Ｉ第二、一。二四頁）、あるいは、右臨時大会において
は、「職場へのオルグ活動を積極的に展開し、学習会、討論会を積極的に組織し、
その他闘争体制の確立をはかることなどをも決定し、これらの説得慫慂活動にむけ
てその大綱を定めて準備、計画した」と説明している点（原判決書ＩＶ第三、四、
１。一七二頁）、「２」被告人ｂが、「指示第八二号を書面で発出して第五七回臨
時大会の同盟罷業実施体制確立を指示した」と認定し（原判決書Ｉ第二、一。二四
頁から二五頁）、あるいは「指示第八二号の内容は職場会、学習会を組織し、新組
合員をも含めた職場体制と確認署名によるスト体制の確立等の諸点にあり、前同様



の意味で計画準備にあたる」としている点（原判決書Ⅳ第三、四、１。一七三頁）
を批判し、都ｄにおいては上部組織によるオルグ等は行われておらず、他方、組合
員らの本件ストに対する取組みの中心は職場、分会における組合員間の学習・討論
等にあつたのであるから、これらの学習討議等を決定し指示したことをもつて闘争
体制確立のための説得慫慂活動と目し、「あおりの企て」にあたると認定している
のは事実誤認である、と主張する。
　しかしながら、都ｄ第五七回臨時大会において可決された「七四春闘方針に関す
る件」の内容の主なものは、七四春闘の統一ストに積極的に参加し、春闘決戦段階
の山場である四月中旬に第一波半日、第二波全一日のストライキを実現すること、
そのため、組合員による批准投票を行い、闘争基金を徴収し、批准投票成功をめざ
してのオルグ活動を積極的に展開するとともに、職場学習会、討論会等を積極的に
組織し、もつて闘争体制の確立、強化をはかる、というものであり、また、指示第
八二号の「春闘当面のとりくみについて」と題する書面の内容も、右第五七回臨時
大会の決定に基づき、当面の取組みとして職場会、学習会を組織し、批准投票を成
功させること及び新組合員等をも含めた職場体制と確認署名によるスト体制の確立
等を指示するものである。そして、被告人ｂの「あおりの企て」が成立するのは、
このようなスト体制の確立をはかり、ストに関する指令の発出・伝達ないしこれに
準ずる行動要請等の慫慂活動を計画準備した点にあり、個々のオルグ活動、職場学
習会・討論会等を計画したことに基づくものでないことは後述のとおりである
（四、３、（三））。したがつて、これらオルグ活動等の実情や性格を論じて事実
誤認を主張する所論は異る前提に立つものとして判断するまでもないことである。
　もつとも、もし所論どおりの事実関係であれば、被告人ｂにおいてオルグ活動等
について決定・指示したことは「あおりの企て」の認定に関し全くの余事にあたる
ことになるのであるが、果してそうであるかという意味で所論の当否に言及してお
くと、所論はまず、当時都ｄにおいてはオルグ活動（上部組合役員が下部組織に直
接おもむく形態で教宣等の諸活動を行うことを指すものと解される。）は行われて
いなかつたという。しかしながら、もしそれが全く不必要であれば、右臨時大会の
重要決定として敢えて「オルグ活動の積極的展開」を掲げる必要はなかつたであろ
うし、事実、原判決挙示の原審ｌの証言によれば、批准投票の成功に向けて支部か
ら分会に対しオルグ活動が企画実施された地区のあつたことがうかがわれる。した
がつて、本件スト当時、都ｄにおいてはオルグ活動は行われていなかつたとする当
審における都ｄ関係者らの証言は必ずしも都ｄ全体に共通する事象を語つていると
は思われない。
　（なお、批准投票後のこととして符号四三三号、四六八号は当時分会オルグが行
われていたことを証するものといえよう。）また、所論は、学習会、討論会等に関
し上記のように主張し、これらの集会は分会等の下部組織が自主的に企画して行う
ものであつて都ｄ本部が定めた大綱にしたがうものではない（反論書一四頁）とも
いう。しかしながら、現に都ｄ本部が学習会、討論会の組織化を図つていること前
掲のとおりであるし、またこれらの会合は一般組合員の自発的発意によつて行われ
たものというより、むしろ幹部の主導によつて開かれ、ストライキ体制の確立をめ
ざす性質のものであつたと認められる。したがつて、これらのオルグ活動や会合の
組織化を決定し、ないし指示することは、ストライキに対する現実的危険性を帯び
させる重要な要素の一つたることはいうまでもなく、いずれにせよ、所論のいう事
実関係は認め難いところといわなければならない。
　３　被告人ｂの「あおり」について
　弁護人は、原判決が罪となるべき事実として認定、摘示した被告人ｂの「あお
り」についての諸事実（原判決書Ｉ第二、二。二五頁以下）、すなわち、「１」い
わゆる三・二九指令の下部への伝達と新聞都ｄ四月五日付第九八二号の配布、
「２」四月三日支部長・書記長会議での右三・二九指令の確認と「七四春闘一日・
半日スト行動規制」及び「七四春闘一日および半日ストを成功させるための取組み
の基本」と題する文書を配布しての組合員のとるべき行動の指示並びにその伝達、
「３」いわゆる四・九指令の伝達について、いずれもその外形的事実を認めなが
ら、原判決がこれらの行為をもつて「あおり」にあたると認定、判示している点を
批判し、この三つの行為の内容は「あおり」の事実を充足するものではなく、原判
決は事実誤認をおかしたものである、主張する。
　（一）　三・二九指令と新聞都ｄについて
　所論は、いわゆる三・二九指令は単なるスト配置の日時決定の連絡であつて、ス
ト指令ではなく、また都ｄから下部組織へ伝達するに際してもｃからの電報文言が



そのまま伝えられたわけではなく、特に「各組織は闘争体制確立に全力をあげよ」
との文言は全く除かれていたのであるから、スト遂行に対し何らの慫慂的効果もな
かつた、という。
　思うに、都ｄ本部において、三・二九電報の内容を下部に伝達するにあたつては
同電報の後段部分、すなわち「各組織は闘争体制確立に全力をあげよ」との部分を
省き、また新聞都ｄにおいても一応同様の取扱いをしていること、しかしながら、
三・二九電報の内容は単なるスト配置の日時連絡にとどまらず、「あおり」性のあ
るスト指令にあたり、都ｄにおいてもその趣旨が下部組合員に伝達されたことは既
述したとおりである（Ａ、チ、（一）、（２）、ハ）。したがつて、所論は失当て
ある。
　なお、弁護人は当審最終弁論において、被告人ｂは、三・二九電報内容の伝達に
つき、「ａ」ｃ本部役員と共謀したことはなく、また「ｂ」右電報内容は都ｄｈ書
記長の個人的判断により日時連絡の形態で下部に伝達されたものであるから、いず
れの点からみても三・二九電報内容の伝達につき責任を負うべきいわれはないと主
張し、当裁判所の職権判断を求める（弁論要旨五〇七頁）。そこで案ずるに、三・
二九電報の内容は、その性質上それが都ｄ本部に伝えられた当時同ｄ委員長代行で
あつた被告人ｂにおいては当然承知していたところと認められる。そして、既述
（Ａ、（一）、（３）、イ）のように、第五回全国戦術会議後は、都ｄ本部におい
ても、ｃ本部からのストに関する指示・指令等があればこれを下部組織に伝達すべ
き態勢を整えていたことは明らかで、しかも被告人ｂは、委員長代行たる地位にお
いてかねてから本件ストの成功を強力に推進してきており叙上のような都ｄ本部の
態勢を統括する立場にあつたのであるから、三・二九電報内容の伝達がｈ書記長の
手によつて処理されたとしても、これは被告人ｂの指揮範囲内のことで同被告人の
意思に基づくとみることがてきるものであつたと考えられる。したがつて、所論
「ａ」「ｂ」の事実は肯認し難いものであり、被告人ｂは三・二九電報内容の伝達
につきｃ、都ｄ各本部役員との共謀責任を免かれ得るものではないといわなければ
ならない。
　（二）　四月三日支部長・書記長会議について
　所論は、同会議で配布された原判示の「七四春闘一日・半日スト行動規制」及び
「七四春闘一日および半日ストを成功させるための取組みの基本」と題する両文書
はストライキ参加を呼びかける性質の指示ではなく、支部・分会におけるスト前日
までの準備、当日の行動等を明らかにするものに過ぎず、事実そのまま分会員等に
伝えられていない、という。
　しかし、右両文書のうち後者は、本件ストに対する都ｄとしての取組みの基本的
姿勢を明示し、大綱的に、支部及び分会がとるべき事前の準備及びスト当日の行動
の徹底方を期したものであり、前者は、全組合員に対し、「基本の行動」として
「四月一一日は全一日のストライキ、四月一三日は勤務時間開始時刻より四時間の
ストライキに入り、支部（支部内ブロツク）毎に開催される要求貫徹集会に自宅か
ら直接参加」すべきことを求め、そのため支部・分会において、スト前日までに準
備すべき事項及びスト当日とるべき行動の大要を具体的に指示したものであつて、
すでに三・二九指令発出後の事態のもとで、かかる会議を開催のうえ、右両文書配
布の所為に出たことは、被告人ｂの「あおり」行為の一内容となるに足りるもので
ある。そして、この趣旨が組合員多数に伝えられたことは原審における多数の証人
の証言によつて明らかとなつているので、所論は採用できない。
　（三）　四・九指令について
　所論は、四・九電話は春闘情勢連絡の一つであつて、都ｄとしてはｃからその連
絡を受け、原判示のように「即日さん下に伝達することを決定」した事実はなく、
また伝達もしなかつた、という。
　思うに、この四・九電話の都ｄにおける取扱いについては、すでに被告人ａ関係
について詳述したとおりである（Ａ、チ、（三）、（２））。すなわち、都ｄ本部
において四・九電話の内容を下部に伝達したことの証明はない。したがつて、原判
決「罪となるべき事実」第二、二、３（二七頁）の点は事実を誤認したものという
ほかないのであるが、しかし、この点は、被告人ａ関係で説明したとおりの理由を
もつて、判決に影響を及ぼすべき誤認ではなく、原判決破棄の事由に該当しない。
　所論は結局において採用できない。
　三　控訴趣意書第三章（憲法解釈適用の誤りの主張）について
　所論は要するに、地公法の争議行為禁止規定（同法三七条一項）あるいは違法な
争議行為を「あおる等の行為」に対する刑事罰規定（同法六一条四号）は、憲法二



八条、一八条、三一条等の関係規定に違反し無効であるのに、原判決が地公法のこ
れらの規定を合憲と判断して本件に適用したのは、憲法の解釈適用を誤つた、と主
張するものである。
　ところで、右各規定の合憲性については、すでに最高裁四・二五判決、同五・二
一判決、同五・四判決の宣明するところであつて、原判決はこの系譜に従つて原審
弁護人の違憲論を排斥したものである。そして、当裁判所も右最高裁判例を尊重
し、したがつてまた原判決の結論を是認すべきものと考えるのであるが、この問題
は本件における最大の論点として弁護人の力説するところであるので、以下それぞ
れの主張点につき当裁判所の見解を述べる。
　１　「最高裁判例服従論の誤り」の主張について
　（一）　弁護人は、原判決が、公務員等の争議行為禁止規定及び違法な争議行為
の遂行についての「あおり等の行為」に対する刑事罰規定の合憲性に関し、前記
四・二五判決以来相次いで示された最高裁の合憲判断は、すでに確立された強固な
判例と認められるとしたうえ、審級制をとる訴訟制度のもとにおける最高裁判例の
もつ判例統一機能や法的安定性の要請の見地からみて、「最高裁大法廷による判
断、しかもその度重なる同旨の判断内容は、実務上最も尊重され、下級審に対し、
強い事実上の拘束力を認められなければならないと考える」として、格別な理由、
すなわち右最高裁判例に明らかに不合理な点があるとか、判例が正当性の根拠とし
ている事情に大きな変動を生じているとか、具体的な事例に判例上の解釈をそのま
ま適用すると著るしく不当な結果をもたらすとかの理由がない限り、下級審として
は最高裁判例を尊重し、これにしたがうべきものであると判示した点（原判決書Ⅳ
第二、一。六六頁から八三頁）を批判し、これは最高裁判例の「尊重」の域を超
え、殆んど稀有の例外的事由などがない限り、これに「服従」すべしとする謬見で
あるのみならず、前記最高裁判例はしかく強固に確立されたものでもない、とい
う。
　思うに、弁護人の右主張は結局において原判決の憲法解釈の「態度」を論難する
ものであつて、原判決の法令解釈適用の誤りの有無を審査する見地からは、その単
なる縁由に属することとして特に判断を加えるまでもないことである。しかし、こ
の最高裁判例の下級審に対するいわゆる「拘束力」の問題は、原審はもちろん、ま
た当審においても、本件事案を裁く姿勢の基調に関係するものであるから、敢えて
一言しておく。
　いうまでもなく、裁判官はその良心にしたがい独立してその職権を行い、憲法及
び法律にのみ拘束されるものてある（憲法七六条三項）。したがつて裁判官は適切
妥当な裁判を行うため、常に憲法及び法律の「正しい」（あるべき）解釈適用に心
がけなければならない。ところで、他方、最高裁判所は制度上国の裁判所として最
終的、統一的、有権的法解釈を下すものである。もし原裁判がこれと異る法解釈を
とつていたとすればそれは誤りであることが有権的に確認されるものてあるし、そ
の事案についてではあるが、最高裁判所のとつた法解釈はその時点において唯一の
「正しい」法解釈というべきものなのである。かくして、最高裁のとつた法解釈、
殊に最高裁判例と称されるものは、通常の場合、同種事案について最高裁判所が将
来下すであろう法解釈を与えているものであり、これにしたがわない場合には公的
に誤つたものとされる高度の蓋然性のあることを示すものである。したがつて、下
級裁判所が憲法及び法律を「正しく」解釈適用するについては最高裁判所が将来下
すであろう判断を教示する判例を尊重し、通常の場合これにしたがうのは当然であ
つて、その意味において事実上の拘束力を受けるものと解される。ただし、既存の
最高裁判例が常に憲法及び法律の「正しい」解釈を示しているとは限らないし、さ
ればこそ判例の変更も法によつて予定されているところでもある。そこでもし、既
存の判例が何らかの理由で「正しさ」を失つているような場合、あるいはこれを形
式的にいえば、判例の変更が予想されるか、またはその変更を求めるべき相当な理
由がある場合には、下級裁判所としては判例と相反する判断をなすことも憲法の本
則上当然のことである。原判決の考えもこれと異るところはないと思料され、憲法
及び法律の「正しい」解釈適用をなすについて、その判示する例外的事由がない以
上は確立した最高裁判例にしたがう、としたものであつて、最高裁判例に無条件に
「服従」するというものでは決してないのである。
　（二）　一方、所論は、四・二五判決以来の公務員等の争議行為全面禁止規定及
び争議行為に関する罰則規定を合憲とする最高裁判例は余りにも問題が多く、原判
決のいうように強固に確立したものとはいい難いとするが、四・二五判決につづく
五・二一、五・四各大法廷判決の判旨は容易に覆えされぬ安定度を示しているとみ



られる。特に、争議行為全面禁止規定の合憲性の説明として、その後の小法廷判決
（昭和五二年一二月二〇日第三小法廷判決・民集三一巻七号一一〇一頁、同五三年
三月二八日第三小法廷判決・民集三二巻二号二五九頁、同五三年七月一八日第三小
法廷判決・裁判集民事一二四号四一三頁《判例タイムズ三六九号一六〇頁》、同日
第三小法廷判決・民集三二巻五号一〇三〇頁、同五六年四月九日第一小法廷判決・
民集三五巻三号四七七頁）においてはいずれも四・二五判決または五・四判決が肯
定的に引用されており、罰則規定についてはその後これに触れた最高裁判例はない
が、五・四判決までの判例の指導力に変化があつた徴候もなく、結局これら一連の
判例が強固に確立していることを疑う余地はない。したがつて、当裁判所として
も、このことを常に念頭におきつつ、以下考察を進めるものとする。
　２　「勤務条件法定主義・財政民主主義論の誤り」の主張について
　弁護人は、原判決が、公務員の勤務条件は、勤務条件法定主義と財政民主主義の
原則によつて議会によつて決定されることを前提として、大要「「１」私企業の労
働者と違つて、公務員の場合は、団体交渉による決定という方式が当然には妥当せ
ず、争議権も団体交渉の裏づけとしての本来の機能を発揮する余地に乏しい、とい
う大きな相違があるので、公務員の労働基本権を私企業労働者のそれと同じに扱う
ことができない、「２」公務員の争議行為は議会に対する圧力であり、しかも公務
員の職務の公共性と勤務条件の保障とによつてその圧力が強い圧力となりうること
から、公務員の争議権は制限を受けることもやむ得ない、弁護人は公務員の争議行
為は議会に対するものではなく議会に原案を提出する行政当局に対するものである
というが、その違いは観念的なものであつて、結局は議会に対する圧力となる。」
と述べている点（原判決書Ⅳ第二、二、２。九六頁から一一〇頁）を批判し、およ
そ勤務条件法定主義・財政民主主義の観点から公務員等の団体交渉権、ひいて争議
権を憲法の保障の埓外におこうとするのは誤りであつて、前者は憲法で定められた
民主主義の原則として、また後者も憲法に保障された重要な基本的人権として、と
もに強く尊重されるべく、したがつてその調和的立法は可能であるとしつつ、公務
員の勤務条件の決定権は最終的には議会にあるとしても、この場合の議会の決定と
は議会みずから立案して決定するのてはなく、使用者たる行政当局の提案を審議決
定することであるから、勤務条件についての公務員の要求、交渉、ストは使用者た
る行政当局に対してなすのが当然であるし、そしてこの行政当局に対するストは、
直接的にはもとより、間接的にも議会の審議権を阻害することにはならないとの理
由をあげ、勤務条件法定主義・財政民主主義の原則は公務員の争議権を制限する根
拠となるものではない、旨主張するものてある。
　（一）　とこるで、最高裁五・四判決は、「公務員及ひ三公社その他の公共的職
務に従事する職員は、財政民主主義に表れている議会制民主主義の原則により、そ
の勤務条件の決定に関し国会又は地方議会の直接、間接の判断を待たざるをえない
特殊な地位に置かれて（おり）……そのため、これらの者は、労使による勤務条件
の共同決定を内容とするような団体交渉権ひいては争議権を憲法上当然には主張す
ることのできない立場にある。」とし、したがつて、これら公務員等に対し、いか
なる形態の団体交渉権ないし争議権を付与するか、あるいはこれらを否定するかは
憲法問題ではなく全く国会の立法裁量に属する事項と説く。
　たしかに、いわゆる財政民主主義（憲法八三条）、勤務条件法定主義（同法七三
条四号）と、勤務条件の共同決定を内容とする団体交渉権とは両立しない性質のも
のとも思われる。しかし、財政民主主義・勤務条件法定主義の原則はかなり幅のあ
る概念であつて、その具体的あらわれ方は多様てある（前掲最高裁昭和五六年四月
九日第一小法廷判決の中村裁判官補足意見参照）。他方、憲法二八条の「団体交渉
権」とは必ずしも右五・四判決のいうような「共同決定」を内容とするものに限ら
れず、労働者が使用者側と労働条件その他労使関係の事項について合意の形成を目
標として交渉を行う権利を含むと解するのが適当のようである。そして、公務員等
も同条にいう「勤労者」であるとすれば、財政民主主義・勤務条件法定主義と公務
員等の労働基本権との関係については、いずれも憲法上に根拠をもつものとして互
いに調和的に理解することが望ましいし、それはまた可能であろうと思われる。す
なわち、前者は後者の制約原理としてはたらくという形で両者を両立させ、その調
和の方式は国会の立法裁量にまつと理解するのである。この場合、公務員等の労働
基本権の制約のあり方としては、非現業公務員、現業公務員、公社職員、それ以外
の公共的職務に従事する職員等それぞれの性格に応じ程度を異にする方式がとられ
得るのはもちろんであるが、いずれにせよ、前記最高裁五・四判決の説明とはやや
異り、その制約にはつねに憲法二八条の保障との関係ての配慮を必要とするものと



考えたい。
　（二）　そこで、このような見地において、当面の対象である地方公務員に対す
る争議権の全面否定条項たる地公法三七条一項の合憲性について考察すると、地方
公務員の職務は地方公共団体の住民全体の利益のため円滑かつ安定的に遂行される
べきものである。他方、その給与は地方公共団体の税収等の財源によつてまかなわ
れる。したがつて、地方公務員の給与その他の勤務条件は、法律の定める基準（地
公法二四条ないし二六条、一四条等）に則り、なお当該地方公共団体における具体
的な財政的、政治的、社会的（このなかには地域の特性、住民感情等の要素も当然
含まれよう。）諸事情、その他公務の公正かつ能率的な運営に貢献できるようにす
るための諸条件等に対する各般の合理的な配慮に基づき、立法機関（議会）におけ
る民主的論議により条例または予算の形て決定するのが政策上適切とされるのであ
る。
　このことは、一般私企業が利潤追求を目的とし、また生じた利潤の分配という点
を基礎に、従業員の給与その他の勤務条件を決定しようとするもの（労使自治の原
則）とはその構造を大いに異にしている。
　それ故、この相違から、私企業における労働者が使用者に対し、労働条件その他
の待遇に関し、労働協約等の合意を目標として交渉する団体交渉権と全く同様な権
利、特に給与その他の勤務条件決定についての団体交渉を行う権利が地方公務員に
対し認められないのもやむを得ないといわなければならない。
　してみると、この団体交渉権を補完するための争議権も制限されざるを得ない。
これを認めるとすれば、争議行為の圧力によつて議会の自由な審議が妨げられ、そ
の決定かゆがめられるおそれがあるからである。しかも、公務員の争議について
は、その圧力たるやきわめて強力なものとなる可能性が高い。
　すなわち、第一に、その職務が公共的（次の３て改めて取り上げる。）、独占
的、非代替的なものが多いため、公務の停廃により地方住民に重大な障害をもたら
し、またはその危惧を生ずる。第二に、いわゆる市場の抑制力を欠くため、労働者
にとつては倒産、失業の心配がなく、歯止めのない争議に走り易い。したがつて、
このような実際的悪影響をも考えれば、地方公務員については争議権を否定すべき
ことは殆んど必然的なことといえよう。ただし、この公務員に対する団体交渉権及
ひ争議権の否定は、前記のように憲法二八条の保障との関係で無条件のものてある
べきてはない。これに代わる、いわゆる代償措置が実効性をもつて存在することが
必須のことと考えられる。地公法が職員団体の交渉制度（特に五五条。書面協定も
認められる。同条九項、一〇項）、人事院勧告制度と同趣旨の諸規定（一四条、二
六条等）を設けているのは、まさにこの要請にこたえるためのものと理解されるべ
きである（後述４、（二）参照）。
　（三）　以上の説明に関し、弁護人の所論は、地方公務員のストは議会に対する
ものではなく、行政当局に対するものであることを強調し、議会に対する不当な圧
力となるものではないという。しかし、今日の議会制度においては、議会と行政当
局との間に密接な関係が存し、行政当局に対する圧力はやがて議会に対する圧力と
なること、原判決が詳細説くところであつて（原判決書一〇二頁から一〇八頁）、
その立論に特に付加すべきものはない。
　（四）　かくして、当裁判所としては、弁護人主張の地方公務員の労働基本権と
財政民主主義・勤務条件法定主義との調和論には一部賛意を表するものの、それが
故に地方公務員の争議全面禁止を違憲とする主張に傾くものではない。すなわち、
財政民主主義・勤務条件法定主義は、公務員の労働基本権（とくに団体交渉権・争
議権）を民間のそれと異る制約を課する第一の根拠となるものであり、他の理由
（職務の公共性、争議における市場の抑制力の欠如）とともに、及び実効性ある代
償措置が具備されていることと相まつて、争議行為禁止の合憲性を基礎づけると解
するからてある。そして、このような見解は、公務員の団体交渉権及び争議権と憲
法二八条との関係、したがつてまた代償措置が同条に直接由来するか否かについて
の理解の差を別にすれば、公務員の争議権否定の実質的理由に関する限り結局最高
裁五・四判決が同四・二五判決を引用しつっ説示したところをほぼ踏襲するものと
いうに妨げない。いずれにしても、原判決が、財政民主主義・勤務条件法定主義が
公務員の争議権制限の理由として納得できる根拠をもつているとなす点は十分是認
できるところであつて、論旨は採用できない。
　３　「職務の公共性論の誤り」の主張について
　弁護人は、最高裁判例が公務員の争議権を制限する理由の一つとして掲げている
「職務の公共性」による制限について、原判決がこれを十分な理由があるとして支



持している点（原判決書Ⅳ第二、二、１。八五頁から九六頁）を批判し、公務員に
も憲法上労働基本権が保障されている以上、かりに職務の公共性という理由でこれ
が制限を受けることがやむを得ないことがあるとしても、その場合は職務の公共性
の程度に応じたものでなければならず、かつ、全面一律禁止とそれ以外の制限を区
別する必要があり、そして、争議権の全面一律禁止は、その行使によつて他者の生
存権、とりわけ、国民の生命・健康・安全及びこれを維持する上で必要不可欠な財
産に重大な障害をもたらす危険が恒常的に発生する場合であつて、この危険を防止
するために禁止以外の他の手段ではまかなえないときに限られるべきであるから、
これに該当する警察・消防等は別として、その他の多種多様なあらゆる地方公務員
の争議行為を全面一律に禁止するのは憲法二八条に違反する、というのてある。
　地方公務員の職務が多種多様であり、公共性の程度も一様でないことは所論のと
おりであり、原判決も同一認識に立つていることは明らかである。しかし、地方公
務員は地域住民全体の奉仕者たるべきである。そして、このことのほか、次の点は
強調されなければならないことてある。すなわち、地方公務員の職務は地域住民の
全体、ひいては国民全体の生活上の利益に密接につながつた公共性を有しているた
め、その職務は「絶え間なく、しかも常に円滑に遂行される状態を安定的に確保し
ておきたいとの要請がある」こと（原判決書八七頁、八八頁）である。この点は地
方公務員の職務がいわゆる統治作用に属するときには最も顕著なことであるが、い
わゆる住民サービスに属するものにあつても余り変らない。もちろん、この後の場
合、職務遂行の瞬時の中断をも認められないというほど強い要請ではないとはい
え、納税着たる住民の側の願望意識に強く裏うちされた要請ということができる。
したがつてこの職務の公共性に根ざす安定性・継続性の要請は当然に地方公務員の
争議権を禁止する一理由となり得る。もつとも、この一点だけから地方公務員の争
議権の一律全面禁止を導き出すのは憲法二八条との対比においてやや困難てあろ
う。されば、原判決はこの点を含め、いくつかの理由が競合した「複合的構造」と
いうのであるが、当裁判所も、地方公務員の争議権を禁止する理由は、結局におい
て最高裁五・四判決の指摘するところと同旨の理由、すなわち既述の財政民主主
義・勤務条件法定主義に由来する事由、公務員関係争議における市場の抑制力の欠
如の事由及び職務の公共性（安定性・継続性）の三点に要約できると考える。した
がつて、所論が職務の公共性の面だけから、争議権の全面一律禁止を所論指摘のよ
うな警察、消防等のごく例外的一部に限られるべきであるというのには同意できな
い。
　４　「代償措置論の誤り」の主張について
　（一）　まず、弁護人は、原判決が、最高裁五・二一判決の代償措置に関する判
旨につき、同判決の趣旨も代償措置を講じさえすれば安易に労働基本権を制約でき
るというものではないと解されるとしたうえ、現在の代償措置制度が争議行為禁止
に見合うものとして十分なものといえるかどうかを制度的な面だけでなく、実際上
の運用実績をもあわせて検討を加えた結果、「現時点においては、右の最高裁判決
が、地方公務員についての代償機関についても問題がないではないけれども、な
お、中立的な第三者的立場から公務員の勤務条件に関する利益を保障するための機
構としての基本的構造をもち、かつ、必要な職務権限を与えられて、制度上地方公
務員の労働基本権の制約に見合う代償措置としての一般的要件を満たしているもの
と認めることがてきると判示している点も、納得できないものてはない。」とし
て、これを支持している点（原判決書Ⅳ第二、二、３。一一〇頁から一二三頁）を
批判し、最高裁五・二一判決の代償措置論は、代償措置を設けることにより、安易
に公務員の労働基本権制約を許容する危険性があり、この点についての原判決の判
断には誤りがあるとするほか、原判決は、合憲的な代償措置となり得るためには、
調停・仲裁機関が完全に公平な第三者的機関の実質を保ち、かつ、その機関の調
停・仲裁手続のあらゆる段階て、労働者も当事者として参加することが制度的に保
障され、裁定結果が使用者・労働者の双方に対して拘束力を有するという要件が必
要であるのに、これを欠く現行制度の代償措置を合憲として肯認しており、また、
公平委員会が給与勧告権を有していないことに全く目をつぶり、さらに、代償措置
における制度面と運用面とを混交している等の点においてその判断を誤つている、
と主張するものである。
　（１）　しかしながら、原判決が、最高裁五・二一判決の代償措置に関する説示
部分は代償措置の問題性にかんがみその必要性を特に強調したにとどまるとした判
断は、右最高裁判決の判文の理解のしかたとして格別誤つているとは思われない。
　（２）　もつとも、最高裁五・四判決は、公務員等に対しては憲法二八条の争議



権の保障はないとし、したがつて代償措置というのは本来保障されている争議権を
奪つた代償としての措置てはなく、「生存権擁護のための配慮」による立法措置と
解しているようである。しかし、当裁判所としては、既述のとおり、財政民主主
義・勤務条件法定主義と労働基本権との調和的解釈は一応可能と解し、ここでいう
代償措置とは公務員の争議権を奪うことに見合う措置として憲法二八条に直接由来
する重要な意義をもつと考えるものである。
　そこでこの観点から、現行地方公務員に関する代償措置を瞥見するに、地公法二
四条（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）、二七条ないし二九条（分
限、懲戒、降任、免職、休職、定年等の身分保障）、七条ないし九条（人事委員会
または公平委員会の設置、権限、構成）、二六条（給料表に関する報告、勧告）、
四六条ないし四八条（勤務条件に関する措置要求）、四九条ないし五〇条（不利益
処分に関する不服申立）等がこれに該当するとされるものと考えられるところ、こ
の制度は地方公務員の労働基本権の制約に見合う代償措置として、一応、十分条件
を具えていると認められる。たしかに、地方公務員に関するこれらの制度は最高裁
五・二一判決もほのめかしているように国家公務員における人事院制度により弱体
とみられるし、立法論としてはなお考慮の余地がないではないであろう。しかし、
代償措置制度は要するに争議権に代わる制度てある。労働者は争議権が付与された
からといつて常に賃金その他の勤務条件についてみずからが最も満足する結果が得
られるわけではなく、対使用者との関係で相対的な形で自得せざるを得ない場合も
あるのである。したがつて、地方公務員における代償措置も職員の要求を完全に充
足する程度のものまで保障されている必要はなく、労働者にふさわしい生活利益を
擁護し得るものであること、より具体的にいえば、他の労働者、特に国の職員や民
間事業の従事者の平均的な賃金その他の勤務条件と大局的にみて懸隔のない程度の
ものを保障する制度が確立されておれば足りるというべきである。現行制度はこの
意味においてそれが適切に運用される限り、地方公務員の生活利益を擁護し得るに
足る制度と目することがてきるものと考える。（なお、教育公務員については、教
育公務員特例法《とくに、二五条の二、三、五等》、国立及び公立の義務教育諸学
校等の教育職員の給与等に関する特別措置法、学校教育の水準の維持向上のための
義務教育諸学校の教育職員の人材確保に関する特別措置法等によつて各種の優遇措
置が講じられている。）
　もちろん、これらの代償措置は、所論の指摘する要件ないし審査基準を完全に満
たしているものではない。しかし、その要件ないし審査基準は、ドライヤー報告そ
の他ＩＬＯ関係諸機関の報告、意見等を根拠とするものであるが、ＩＬＯ関係諸機
関の見解は、労働者の利益促進のため国際的立場からかなり理想的（努力目標的）
なものを指向している部分も少なくないので、それぞれ国情や現実性に応じた変容
修正が必要と思われ（後述７末段参照）、したがつてまた所論指摘の要件ないし審
査基準というのも問題を少なからず含むものである。たとえば、調停、仲裁がわが
国の非現業関係公務員制度に十分なじむのかどうか、その裁定に拘束力を認めるこ
とと議会民主主義とをいかに調節するのか等々。だが、それはそれとしても、わが
国の国家公務員における代償措置制度の根幹をなし、また地方公務員におけるそれ
にも多大の影響力をもつ人事院勧告に、国会・政府に対する拘束力を与えられてい
ないことがこれまでその機能をかなり弱めてきたことも否定できない。すなわち、
本件以前のかなり長い期間同勧告の実施時期の繰下げが続いていたものてあり、ま
た近時（昭和五四年以降）引き続き同勧告の不完全実施ないし凍結という公務員に
とつて不幸な事態が生じている。そこでこのような実情に照らし、現行制度は代償
措置制度としては一種の構造的弱みをもつ欠陥法制と論ずる見解も生ずるゆえんで
ある。しかし、この点については、むしろ次の如く考えるのを妥当としよう。
　すなわち、上述のように、人事院勧告は憲法二八条に基づく争議権を奪うことに
見合う代償措置なのであつて、これを誠実に実施しないことは違憲状態を招きかね
ないものであるから、憲法九九条により憲法尊重擁護義務を負う国会及び政府とし
てはこれを十分尊重し真摯に実施することに努めなければならないものである。こ
のことに縷言の要はあるまい。とはいえ、現実には遺憾なことながら、人事院勧告
が完全には実施されず、軽視または無視されて代償措置制度が本来の機能を果たさ
ずその実効性を失うような事態の生ずることも想定されないではない。そこでも
し、かりに勧告をそのまま実施しないことが、国会及び政府側において真に誠実に
法律上及び事実上可能な限りのことを尽くしたうえのことでやむを得ないと認めら
れる場合は別として、右のような事態に立ち至つたときには、国家公務員として
は、この制度の正常な運用を要求して相当と認められる範囲を逸脱しない手段態様



で争議行為に出ることは、例外的に、憲法上許容されるものと解すべきであろう
（最高裁四・二五判決の岸・天野裁判官追加補足意見、同五・二一判決の団藤裁判
官補足意見参照）。このように解してはじめて人事院勧告を根幹とする現行代償措
置制度は憲法上の制度としてその位置を全うし得るものと思われるからである。
　地方公務員の場合についても同断である。
　したがつて、当裁判所は、公務員の争議禁止をきびしく求める以上は、代償措置
の履行もきびしく要請されるものと考え、右のような例外をも肯認しつつ、地方公
務員に関する上掲代償措置の各制度の合憲性を肯定するものである。
　（３）　なお、所論は、原判決が、代償措置制度については「制度的、抽象的な
面だけで評価されるものではない。むしろ、実際上の運用実績と合せて総合的にみ
ることが必要」と判示したことに対し、これは制度面と運用面とを混交していると
非難するのであるが、原判決は、「法制上、代償措置として定められているところ
は、一般的要件をそなえた制度に達している」と判示したうえで、ただ制度上の欠
点等もあるので、その欠点がどの程度現実化、顕在化しているかを検証すべく「運
用実績」に言及し、現状においてはその欠点は実害をもたらす危険は生じていない
として最高裁判例を支持したものと認められるので、所論の非難はあたらないとい
うべきである。
　いずれにせよ、代償措置に関する所論はすべて認容できないことに帰する。
　（二）　次に、弁護人らは、原判決が「異常イソフレと不十分な代償措置下での
ストライキは適法であるとの主張について」の項（原判決書Ⅳ第四、一。一八三頁
以下）において、原審弁護人のいわゆる適用違憲の主張、すなわち、本件ストは、
異常インフレによる賃金の目減りというような急激な経済的事情の変化に対し、人
事院・人事委員会等が実際上有効に機能することができない状態のもとで行われた
ものであるから違法とはいえず、これに地公法六一条四号を適用するのは違憲であ
る旨の主張に対し、本件スト当時代償措置は本来の機能を発揮する方向へ向けて運
用されていたのであり、本件ストは結局、代償措置本来の機能回復を図ろうとする
ものではなく、これとは別個の新しい労使交渉による賃金決定方式に移行していこ
うとするものであつたからその主張は採用できない、とした点を批判し、いわゆる
政労交渉、そしてこれを実効あらしめるためのスト配置があればこそ人勧制度は漸
く代償措置の機能を果たし得たのが実態であり、本件ストもまさにこれを意図した
ものであつたと強調したうえで原審における右主張を反復している。
　そこで、関係証拠によつて、昭和四〇年以降の人事院勧告の実施状況をみると、
給与改定の内容は勧告どおりであつても、その実施時期につき人事院が五月一日と
したのに対し、実際の実施は、同四〇年、四一年は九月一日、同四二年は八月一
日、同四三年は七月一日、同四四年は六月一日と年々繰り上り、同四五年に勧告ど
おり五月一日となつた。そして同四七年八月はじめて実施時期を四月一日とする勧
告が出され、かつこれが完全実施され、この状態は同四八年も引きつがれ、一応定
着した状態になつた。しかるに、同四八年後半から同四九年にかけて異常インフレ
がおこつたのに対応して、人事院は同四八年一二月、年度末手当（〇・五か月分）
のうち〇・三か月分を同年一二月に繰り上げて支給すべき旨の意見の申出を行い、
それが実施され、さらにその復元措置として本件スト直前の翌四九年四月四日、年
度末手当として改めて〇・五か月分をも支給すべきことを勧告し、かつそれが実施
された。また、当時、近い将来に給与の引上げが行われることを見込んでの暫定的
給与の支給問題がおこり、その実現は本件スト後に持ち越されたが、五月末に至そ
て人事院の勧告に基づくものとして一〇パーセント引上げを内容とする給与の暫定
支給も行われた。さらに、人事院は、同年七月二六日、四月一日に遡る給与改定を
勧告しこれも完全実施された。以上のような状況にある。他方、地方公務員につい
ての各年度における人事委員会勧告とその実施もほぼ同様に推移しており、また同
四八年から同四九年にかけての年度末手当〇・三か月分の繰り上げ支給、その復元
措置、暫定的給与の支給、給与の本支給の関係も同じである（ただ、東京都のみは
国と歩調をやや異にしたが、実質的差異はない）。そして以上のような給与改善の
結果は、いずれの段階においても、国家公務員にせよ、地方公務員にせよ、民間基
準と逕庭のあるものではなかつたと認められる。（なお、同四九年四月当時におけ
る地方公務員の給与の実情につき、原判決書一九三頁。そして教員については、同
四九年二月二二日いわゆる人材確保法が成立し、東京都を除く他の道府県とも、人
事委員会の勧告に基づき、三月中に、一月に遡り平均九パーセントの給与引上げが
実施され、東京都においては他職種との調整のため本件スト後の六月に、実質的に
は他の道府県と大差ない六・九パーセントの給与引上げが実施され、このように、



教員給与については一般地方公務員以上の優遇措置が実現され、または実現が期待
される状況にあつたことをも参看されるべきである。）そうしてみると、本件スト
の前後を通じ、異常な物価上昇、実質賃金の低下という事態に対し、その法的手続
に相当期間を要するというやむを得ない制約下にありながら、国家公務員について
の人事院勧告による給与法の改正にならい、地方公務員についても所要の措置が比
較的迅速にとられ、代償措置制度が本来の機能を果たしていたと認められるのであ
るから、これと同旨の原判示は正当といわなければならない。
　もつとも、弁護人は、このような人事院勧告制度運用の推移はストを背景にした
公務員労働者の政労交渉の結果によるものであるという。たしかに、昭和三五年二
月公務員共闘が結成され、賃上げの統一要求が政府に出されるようになつたし、同
四〇年から公務員共闘はストライキを構えて賃金闘争を行うようになり、政府・人
事院との交渉を進めることを定着させた。したがつて、この賃金闘争と前記人事院
勧告制度運用の推移とは密接な関係があつたことは否定できない。すなわち、これ
を公務員労働者側から見れば、人事院は政府の意向に押されて主体的な勧告を行う
ことができず、また政府は諸種の理由を掲げて「人勧値切り」を行う等いずれも不
誠実な態度を示し続けているので、ストを配置したうえでこのストの威力による政
労交渉に期待せざるを得ないとし、そして人事院勧告の完全実施にまでこぎつけた
ことはこの公務員労働運動の成果であると認識するような状態であつたと認められ
る。このことを今少し客観的にいえば、このような公務員共闘の動きは、これにつ
いて人事院あるいは政府としては到底無関心ではあり得ず、殊に国民生活に大きな
影響を及ぼすストの回避ないし短期収拾を図るためには、ある程度の措置をとらざ
るを得ない状態に追いこまれ、結果的に人勧制度が軌道に乗ることを促進する作用
を示したものということになろう。しかし、このような現実ではあつても、現行制
度の運用上これを無条件に評価することはできないと思われる。なるほど、昭和四
七年の人事院勧告の四月実施に至るまでの段階で、人事院あるいは政府の態度に代
償措置制度を守る十全の姿勢があつたかは問題にする余地がなくはなかつたであろ
う。しかし、さればといつて公務員労働者側が法禁のストを背景に、人事院勧告に
先立ち政府等の譲歩を迫る態勢をとつたことが果してやむを得なかつたものである
かどうかは十分検討されるべき事柄である。けだし、当裁判所は、代償措置制度の
運用と公務員の争議行為との関係については上述（（一）、（２））したところ、
すなわち最高裁四・二五判決における岸・天野裁判官追加補足意見と同旨の立場に
立つ。したがつて、公務員労働者の構えたストライキが、代償措置が迅速公平にそ
の本来の機能を果たさず実際上画餅にひとしいとみられる事態に対応するものであ
つたか、また、相当と認められる範囲を逸脱しない手段態様であつたかをよく見究
わめる必要があるからである。そして同様の意味において、本件ストの当否につい
ても入念な判断を加える必要がある。しかるに、本件スト当時代償措置制度が本来
の機能を発揮していないような事態ではなかつたことは前述のとおりである。
　そして、すでに控訴趣意書第二章に対する判断（二、Ａ、１）において説示した
如く、本件ストは、前年七月のｃ第四三回定期大会においてその萌芽があらわれ、
昭和四九年二月の第四四回臨時大会、同年三月の第五回全国戦術会議において大綱
が設定された一種のスケジュール闘争とみるべきで、同年度の人事院勧告の内容と
は無関係に配置されたものであつたし、またスト直前の情勢をみると少なくとも給
与問題についての労使双方の対立はさほど深刻なものでなかつたと思われる。この
後の点につき詳言すると、人事院勧告は本件ストの前年の昭和四八年八月には完全
実施されており、その後の各種臨時措置（既述）の経緯に照らしても、また、殊に
同四九年四月五日付内閣官房長官談話、すなわち、「政府は今回公労協、公務員共
闘傘下組合がストを実施しようとしている事態解決のため誠意をもつて最大限の努
力を払つてきたし、本日、各公共企業体等の有額回答を行う方針を了承したのもこ
うした姿勢を示したものにほかならず、また国家公務員の期末手当の増額等に関す
る人事院勧告についても早急に実施する方向で検討することをも確認した（要
旨）」との談話内容からみても、同四九年度における相応の人事院勧告とその完全
実施は、率直にみれば十分期待できる状況にあつたと認められる。したがつて、公
務員労働者側としては給与問題に関する限りスト突入は必然的なものではなく、そ
れにもかかわらずストに突入したのは四月一〇日における既述の閣議決定に触発さ
れてのことであつて、春闘関係組合幹部らの不満は主として「労働基本権（スト
権）問題」の処理方式にあつたと推論されるのである。してみると、本件ストを異
常インフレ状態における不十分な代償措置下でのストライキであつて、代償措置を
本来の形に機能させることを志向したものとみて、その正当化を試みることは甚だ



不適当であり、したがつて、これに対し、地公法六一条四号を適用するのは違憲で
あるとの主張は到底採用できないものといわなければならない。
　５　「地公法六一条四号合憲論の誤り」の主張について
　弁護人は、原判決が地公法六一条四号についての最高裁五・二一判決の見解を支
持し、これを合憲とした点（原判決書ＩＶ第二、二、４。一二三頁から一四六頁）
を批判し、諸種の角度から違憲論を展開する。
　（一）　憲法二八条との関係
　所論（控訴趣意書二七五頁から三〇七頁まで）は甚だ多面的であり、要約するの
は困難であるが、その基本的主張は、要するに、地公法六一条四号はすべての地方
公務員のストライキの「あおり等の行為」を刑罰の対象としているが、このような
ストのいわば前段階行為が刑事法上可罰的な違法性をもつと考えるについては、全
体としてのスト、すなわち集団的、組織的行動であるストの総体が可罰に値いする
高度の違法性を有していることが確定されなければならない、しかるに、地方公務
員のストがそのような違法の程度に達したといい得るためには、その保護法益たる
地方住民の利益が地方公務員の労働基本権侵害をやむを得ないとする程に重大な侵
害をこうむる場合、すなわちストによる職務の停廃の結果、地方住民の生命、健
康、安全が脅やかされる場合などに限られるべきである、しかし地公法六一条四号
は右前提をとらず、一律に、地方公務員のストの「あおり等の行為」を処罰する態
度でのぞんでいるのは労働基本権制限に伴う刑事制裁として限度を超えており、憲
法二八条に違反する、というものと解される。
　（１）　思うに、地公法三七条が地方公務員についてストその他の争議行為を禁
止している立法趣旨はすでに説示したとおり、地方公務員が財政民主主義・勤務条
件法定主義という憲法上の要請を受ける特殊の地位にあること、その職務の公共
性、さらには地方公務員の争議が市場の抑制力を欠く経済的・社会的特質を有する
ことの三点に要約され得るのであつて、同時に同法六一条四号による可罰性の根拠
もまさにここに求められ、しかもこれをもつて十分と考えられる。すなわちこの場
合、その保護法益を概括して表現しようとすれば所論の如く、地方住民の生活利益
ということになるわけであるが、法は地方公務員の労働基本権、特に争議権をこの
地方住民の生活利益と調和するように制限するのもやむを得ないとし、一定の代償
措置を設けて争議行為を禁止し、その違反を違法とし、かかる違法評価に立脚した
うえでその争議行為に対する「あおり等の行為」を可罰的としたものである。
　ただ、このような争議行為の違法性ないし可罰性を考えるとき、必ず当面する問
題として、地公法が争議行為を禁止し違法としているものの、それ自体を処罰せ
ず、これに対する「あおり等の行為」のみを処罰する態度をとつていることの意味
をいかに理解するかの問題がある。というのは、公務員の争議行為自体はそれが処
罰の対象とされていないことの故に、単に民事法上違法とされ懲戒等の対象とされ
るにとどまり、刑事法上の違法性を基礎づけるものではないと考える立場があるか
らである（当審弁論要旨二六五頁）。しかし、この点は同法三七条と六一条四号と
を整合的に解釈しようとするならば、公務員の争議行為自体刑事法上も違法評価を
受けるものと考えなければならない。けだし、地公法が争議行為自体の刑事法上の
違法性を認めていないとすれば、その共犯的行為である「あおり等の行為」に違法
性を認めることはできないこととなり、同法六一条四号がこれらを処罰しているこ
とと矛盾するからである。ただ、実定法上争議行為自体が処罰されないのは、争議
行為の実行にあたつては、単にこれに参加したに過ぎない者とその原動力となる指
導的行為をした者との間に、反社会性、反規範性において差異があること、指導的
行為の処罰をもつて争議行為禁止規定の実効性を確保することが妥当と考えられる
こと、勤務条件の改善を求めて単に職務の提供を拒否するに過ぎない行為に対して
は特段の事情がない限り刑事制裁を抑制するのが相当とされること等、憲法二八条
の趣旨を尊重した立法的配慮によるものと思料される（最高裁五・四判決法廷意見
第二、四、（四）参照。）。
　かくして、地公法六一条四号は、それ自体本来は刑事法上も違法評価を受ける争
議行為自体を一応不問に付することとし、これを指導助長した違法性の高い行為の
みを可罰的なものとしたのである。
　このように、違法行為があればすべてが可罰的とされるものではなく、いかなる
違法行為に刑罰を科すべきかは違法の程度その他諸般の要素を勘案した立法政策上
の選択に属する。そして重要な基本的人権の一つたる労働基本権の制限に伴う刑事
制裁は極力抑制されるべきであることを強調する所論はもとより正論である。しか
し、公務員の争議行為の性格、すなわち具体的には前述の争議行為禁止の立法趣旨



としてあげた諸理由に想到するとき、その可罰範囲を所論のような例外的場合にた
け限らなければならないとする理論上の根拠は殆んどなくなるのではないかと思料
される。要するに、地公法六一条四号についての立法態度は冒頭所論のいかなる意
味においても憲法二八条に違背することはないというべきである。
　（２）　次に、所論は、公務員に対するストの禁圧法制は労使交渉の紛争解決機
能を著しく低下させ、かえつてストを多発化させる等実効性が乏しいものであるか
ら、紛争解決のための制度的整備を欠いたまま、地方公務員のストを一律全面的に
処罰する地公法六一条四号は刑罰法規の合理性を欠く違憲のものである、という。
　思うに、公務員のストライキ禁止をめぐつては、一方では、それは労使紛争の解
決のため無益有害で実効性に乏しく、むしろ労調法の如き制度を設けるべきである
とする見解があるのに対し、他方では現行法を維持し争議行為に対する抑制措置を
強化する運用を図るべきであるとする見解があるなど多様に岐れている。所論はひ
つきょうこの立法政策論争を憲法解釈論にもち込もうとするものであつて、到底採
用できないところといわなければならない。
　（二）　憲法一八条との関係
　所論は、地公法六一条四号が「あおり」等の争議関与行為に刑罰を科しているの
は、結局個々の公務員に対し刑罰をもつて労働を強制しているものとみ得るから
「意に反する苦役」の禁止を内容とする憲法一八条後段に違反する、という。
　思うに、一般労働者が単に労働契約に反して就労しないという理由だけてこれに
刑罰を科することは、刑罰の威嚇によつて人を「意に反する苦役」に服させるもの
であり、したがつて集団的不就労を実体とするストライキに対する刑罰規定が存す
るとしたならば、それは憲法一八条に違背する違憲の規定と考えることが同条の歴
史的意義に沿うゆえんであろう。しかし、単純不就労を超える争議行為や特殊の地
位にある者の争議行為までも同条の保障するところとは考え難い。特に公務員につ
いては、すでにしばしば述べてきた理由によつて争議行為を禁止し、その違反に対
しては強い制裁を科すべき妥当性があるのであるし、公務員たる地位にあるか否か
はみずからの自由意思による選択に委ねられているのでもあるから、その制裁の故
に「意に反する苦役」を強いられている状態にあるとは思われない。まして、地公
法六一条四号は、争議行為それ自体に対し刑罰をもつてのぞんでいるのではなく、
さらに違法性の強い「あおり等の行為」に出た者（しかも、当裁判所は「指導的立
場」にある者だけが可罰的と解する。後記四、１参照）のみに科罰するのであるか
ら、刑罰の威嚇によつて労働＝苦役を強制している場合でもなく、また、ストライ
キ参加行為に対し刑罰という強制労働を科している場合とも思料されない。所論は
採用できない。
　（三）　憲法三一条との関係
　所論は、地公法六一条四号の構成要件は異常に幅広くあいまいで、さらに争議行
為の前段階の準備的行為を処罰対象としている点でも特異であり、これは憲法三一
条の適正手続保障との関係で問題であるのに、原判決はこれらについて合理性ある
解釈を行つていない、また原判決は地公法六一条四号の処罰対象は平組合員の「あ
おり等の行為」には及ばず諸般の事情を総合して、「当該争議行為の全体又は一部
の実行を統括する立場」において「あおり等」を行つたかどうかで決すべきものと
する限定解釈を示しているが、独断に満ちたものであつて、同条の構成要件の不明
確性を少しも特定し得ていない、という。
　<要旨第一>思うに、地公法六一条四号にいう「（遂行の）共謀」とは、二人以上
の者が同法三七条一項前段に定</要旨第一>める違法行為を行うため、共同意思のも
とに、一体となつて互いに他人の行為を利用し、各自の意思を実行に移すことを内
容とする謀議をすること（最高裁昭和四四年四月二日全司法事件大法廷判決、刑集
二三巻五号六八五頁参照。なおこの謀議には争議行為を遂行できる者が参加してい
ることが必要と解される。）、「そそのかし」とは右違法行為を実行させる目的を
もつて、他人に対し、その行為を実行する決意を新たに生じさせるに足りる慫慂行
為をすること（同上参照）、「あおり」とは、右の目的をもつて、他人に対し、そ
の行為を実行する決意を生じさせるような、またはすでに生じている決意を助長さ
せるような勢いのある刺激を与えること（最高裁四・二五判決参照）をいい、これ
らの行為は、いずれも、将来における抽象的、不確定的な争議行為についてのそれ
ではなく、具体的、現実的な争議行為に直接結びつき、このような争議行為の具体
的危険性を生ぜしめるものを指す（最高裁五・二一判決参照）と解され、また「こ
れらの行為を企てた」とは上記「（遂行の）共謀」、「そそのかし」、または「あ
おり」行為の遂行を計画準備することであつて、違法行為発生の危険性が具体的に



生じたと認め得る状態に達したもの（最高裁四・二五判決参照）をいうと解され
る。そしてこれの定義づけは判例法上もすでに確立されているので、地公法六一条
四号の規定の概念はほぼ明確なものとなつており、この意味において構成要件が不
明確ということはできない。もつとも、同条号の解釈としてはこの用語上の解明だ
けでは未だ不十分であると考えられる。なぜならば、争議行為の典型は労働者が自
己の主張を貫徹するため集団的、組織的に労働力を停止し、または不完全にしか提
供しない行為等であるが、この行為に至る経過では当然集団構成員間に団結を守る
ための何らかの意思の交流ないし刺激は存するであろうし、しかもそれをめぐる職
場環境はかなり緊迫、昂揚した状態である場合も少なくないと思われる。しかる
に、地公法六一条四号は争議行為単純参加者は不処罰としているのに対し、もし同
号の「あおり」等を字義どおりに適用する場合、右のような環境での意思の交流な
いし刺激が殆んどこれに該当することになるとすれば、その規定は結局争議行為単
純参加者そのものを処罰することとなつてしまい、これは明らかに法の意図に反す
ることとなるからである。法の趣旨は既述の如く争議行為の原動力となる指導的行
為のみを処罰すれば単純参加者は不問に付してもよいとするものであつた。そうだ
とすれば、「あおり」等に関する前記解釈は字義どおりでは足りず、争議行為の指
導的立場にある者のする「あおり」等に限定すべきだと考えるのが事理に合すると
いわなければならない。すなわち、地公法六一条四号の法意は、同法三七条一項前
段の争議行為等を、「指導的立場において」共謀し、そそのかし、もしくはあおり
またはこれらの行為を企てた場合、その者を処罰するとしているものと解するので
ある。そして、原判決は、この点に関し、「当該行為者の行為が、全体的評価にお
いて、自ら又は他の者と共に、当該争議行為の全体又は一部の実行を統括する立場
において『共謀し、そそのかし、若しくはあおり、又はこれらの行為を企てた』と
認められる」場合において、はじめて地公法六一条四号に該当するものと説示して
いるが（原判決書ＩＶ第二、４、（二）、（３）。一四〇頁）、表現は少し異るも
のの、当裁判所の見解とほぼ同趣旨と解してよいであろう。いずれにせよ、一種の
指導者責任に限定しようとするものである。
　（所論は、このように解することは誤つた幹部原動力論を前提としているという
が、これに対する当裁判所の見解は後に改めて示す。）したがつて、かく解する限
り、地公法六一条四号に構成要件上の不明確さはなく憲法三一条違反の問題は生じ
ない。
　なお、所論は争議行為の前段階のみを処罰する点を不法とするが、これは既述の
ところ（前掲５、（一）、（１））からも明らかなように、争議参加行為自体も刑
事法上違法と考えられるのであり、したがつてその共犯的行為たる「あおり等の行
為」も違法となるうえ、かえつて違法性も高いとみられるため争議行為の前段階行
為のみを処罰することとしたわけである。このような立法はたしかに異例ではある
が、労働問題の牲殊性及び国公法・地公法制定過程の特殊性に起因することであつ
て、決して憲法三一条に違背する立法とは断ぜられない。
　さらに、弁護人は、当審最終弁論（弁論要旨二八五頁）において、地公法六一条
四号は「あおり」等の行為を企てた者をも可罰対象としているが、これは同法三七
条一、二項所定の民事制裁の範囲よりも広く、不条理であつて、憲法三一条に違反
するとも主張しているので、付言する。
　しかし、民事制裁（懲戒処分）は、職員の服従義務違反について、公務員関係と
いういわば部分社会の内部的秩序維持のため下される不利益処分であるのに対し、
刑事制裁は職員の一定の違法行為について、社会公共といういわば全体社会の法益
侵害の観点から国の統治権に基づいて科される刑罰であるから互いにその目的を異
にし、当然各対象行為の範囲が一致するとは限らないものである。地方公務員の争
議禁止違反の場合、たしかに地公法は民事制裁の面では、争議行為の「（遂行の）
共謀」「そそのかし」「あおり」を対象とし、これらの「企て」を含めてはいな
い。しかし他方、刑事制裁の対象として不問に付されている争議参加行為自体及び
争議行為の企てを対象としているのであるし、したがつて刑事制裁の面で「あお
り」等を企てた行為がその対象に含められているからといつて、このような両制裁
を機械的に広狭の面で比較のうえ刑事制裁の範囲を広いとみて不条理と考えるのは
決して妥当なことではない。問題はこの「あおり」等の「企て」が十分可罰評価に
耐え得るか否かでなければならないであろう。しかるに、この「企て」は、公務員
の違法争議の原動力たる「あおり」等の行為を計画準備することであつて違法争議
の具体的危険を生ぜしめるものと解され、これは、いうまでもなく、「あおり」等
の未遂犯的なもの及び予備犯的なものにあたるのであるから、これに科罰すること



が刑事法の体系上合理性を欠くということはあり得ないと考えられる。したがつ
て、地公法六一条四号の規定が所論の如き理由をもつて憲法三一条に違反するとい
うことはできない。（所論は、自衛隊法六四条二項、三項、一一九条二項後段の規
定を自説に有利に援用しようとするけれども、同法六四条及び一一九条以下の罰則
規定等によれば、自衛隊員は労働組合運動につき一般公務員と甚だ異る特殊な地位
に置かれており、違反行為に対する科罰の程度も重いのであつて、同法の規定をも
つて一般地方公務員を対象とする地公法の憲法解釈上の参考にするのは到底適切と
はいい難い。）
　６　「地公法三七条一項、六一条四号の教職員への適用の誤り」の主張について
　弁護人は、原判決が、「１」「ＩＶ、第一、本件ストライキの規模、性格、結果
などについて」の項（原判決書六一頁以下）、「２」「ＩＶ」、第二、二、１、職
務の公共性を理由とする争議権の制限について」の項（同八五頁以下）、「３」
「ＩＶ、第四、二、可罰的違法性阻却の主張について」の項（同二〇〇頁以下）、
「４」「ＩＶ、第五、公訴権濫用による公訴棄却の申立について」の項（同二一三
頁以下）において、教職員の職務及びその争議行為の影響に関し各判示している点
を批判し、教職員（主として教員）の職務の特質及びその争議行為の影響力の程度
にかんがみると、教職員の争議行為は、それがきわめて長期にわたる場合のように
教育に重大な障害をもたらすときは格別、そうでない限り刑事制裁を加えるべきで
ないのに、原判決が本件ストに地公法六一条四号を適用したのは誤りである、と主
張する。
　しかしながら、地公法三七条一項、六一条四号は、地方公務員である限り、すべ
ての者に適用されるものであつて、特に教職員について特別の取扱い、すなわち特
殊の違法性阻却原因を認めるものではない。
　したがつて、所論は所詮独自の主張というほかないが、所論が強調している教職
員の職務の公共性のもつ意義及び教職員の争議行為の影響力については、本件スト
の法律上、事実上の評価にあたり必ずや言及せざるを得ない事項であるので、便宜
上所論に答える形でここでまとめて考察を加えておく。（もつとも、本件ストの具
体的影響のいかんは、主として違法性阻却に関する主張の面や情状面に属すること
であるので、その関係で触れることとし、ここでは一般的影響力の問題にしぼつて
考える。）
　（一）　教職員の職務の公共性
　所論は、原判決は教職員の職務の公共性を過度に強調し、争議権否定の結論を導
いている、という。
　しかし、憲法二六条は国民に対し、教育を受ける権利を保障し、また子女に普通
教育を受けさせる義務を負わせている。さればこそ、教育基本法六条は、法律に定
める学校は「公の性質」をもち、その教員は「全体の奉仕者」であると宣明してお
り（なお教育公務員特例法一条）、このように教職員の職務の公共性は公務員のな
かでも特筆されるものとなつている。と同時に、教員は、教育という重要な仕事
（教育基本法一条参照）に携わる以上、すぐれて専門的知識及び技術が要求される
いわゆる専門職であることも疑いない。そして国民は、かかる教員及びこれを支え
る職員によつて、その有する「教育を受ける権利」に対応する教育が、日常、正常
円滑に与えられることを期待しているものといわなければならない。このように、
教育は本来これを担当する専門的教職員により、予定された授業計画どおりの教育
活動が安定的、継続的に行われることをもつて、その公共性を具現しているもので
ある。したがつて、無計画な教育の中断は好ましいものではない。論者のなかには
統治作用である一般行政の職務とは異り、いわゆる学校行政を除く純粋の教育活動
には継続性の要請はないとする向きもあるが、その停廃はやはり国民の期待に反す
るといわなければならない。ストライキは人為的にその停廃をもたらす最も典型的
な場合である。そして教職員は専門職である故にそのストライキにあたり代替可能
性が殆んどなく、このため当局に教育の停廃を避ける手段が奪われている。このよ
うな視点から考えると、教職員の職務の公共性を強調し、この点を争議行為禁止の
理由の一つとした原判決の態度は十分首肯できるものである。（当裁判所は教職員
もまた「労働者」であると規定することについて必ずしも異存はない。しかし、そ
れはあくまで「教育労働者」たるべきものであつて、教員の教育者たる本質はつね
に確固として保有されなければならず、この教育者という職務の公共性はいくら強
調しても強調し過ぎることはないと考える。）
　なお、所論中、私立学校も「公の性質」をもつのに、その教職員には争議権が保
障されている点、及び、「ＩＬ０・ユネスコの教員の地位に関する勧告」は、教員



の職務の公共性を強調しつつも争議権が保障されるべきことを明言している点は、
いずれも教職員の職務の公共性が争議権制限に結びつくものではないことを端的に
示しているものである、とする部分について一言する。たしかに、私立学校教職員
の仕事も公共性を有するものといわなければならないであろう。しかし、公務員に
対する争議権制限は、この職務の公共性のほか、公務員が財政民主主義・勤務条件
法定主義という憲法上の要請を受ける地位にあること、公務員の争議が市場の抑制
力を欠く経済的・社会的特質を有することをもあわせて理由としているものである
点すでに縷述したとおりであつて、私立学校の教職員には右二理由は該当しないの
であるから、私立学校教職員に争議権が与えられていることと同一平面で論ずるの
は当を得ないことである。また「ＩＬＯ・ユネスコの教員に関する地位に関する勧
告」が教員の職務が公共的であるとする一方、争議権が教員に認められるべきであ
ることを想定していること（六項、一〇項、八四項参照）は所論のとおりである
が、右勧告もまた私立学校教職員について前述した、職務の公共性以外の二理由に
関心を示していない点で不満足なものといわざるを得ない。
　（二）　教職員の争議行為の影響
　所論は、争議行為による授業の一時的中断はやがて回復可能であり、児童・生徒
に対する精神的影響は事前事後の生活指導によつて教育的に十分対処でき、また児
童の安全確保も予告措置をとればよいのであるから、争議行為による悪影響は通常
殆んど考えられない、という。
　思うに、当裁判所も授業その他の教育計画の実行が柔軟性・弾力性をもち、その
一時的中断があつても回復可能な面が多分にあることを否定するものではない。し
かし、たとえば、小・中学校の児童・生徒の教育は、主として知育、徳育、体育の
総合の上に成り立つているものと解すべきところ、そのうち知育の面は中断後の補
習授業、教科の進んでいる時間からの振替え、その他の技術的な対応で回復を期す
ることが比較的容易だとしても、徳育の面ではかなりの問題を含んでいる。すなわ
ち、成長期にある児童・生徒の人格の開発に向けられる教育活動は日々その発達の
過程に即して行われるべきものであつて、あとからでもその中断部分は埋め合わせ
られると考えるのはすこぶる安易な教育態度と評されてもやむを得ないところと思
われる。次に、この徳育と密接に関連する面として争議行為の児童・生徒、保護者
等に対する精神的影響の面を考えると、まずもつて指摘されるべきことは、その争
議行為が法律の明文をもつて禁止されていることとの関係である。組合の側では、
この禁止は憲法に反するものであつて、争議参加は何ら違法ではないとの確信に基
づくとするのであろうが、この確信は少なくとも最高裁四・二五判決以来否定され
るべきものであつたといわなければならないものである。（いわゆる限定解釈によ
つて、争議行為に通常随伴する「あおり等の行為」を刑事罰から解放したとされる
最高裁四・二判決ですら地公法三七条一項違反の行為一般に対しては懲戒等の民事
責任はこれを肯定していたばかりでなく、都ｄの行つた全一日の一せい休暇闘争の
刑事法上の違法性を否定できないとしていたことも留意されてよい。）したがつて
現行法上懲戒処分とか、ときには刑事制裁の対象ともなる法禁行為を教育者が敢え
て行うことは、それがいかに破廉恥行為ではないものとはいえ、児童・生徒に対す
る遵法意識の涵養や規律的行動を指導するうえで決して好ましい事象とも思われ
ず、これらの者の情緒に不安、動揺、混乱をひきおこすおそれがあるであろう。争
議行為をめぐつて管理者と組合員たる教職員との相克が外面に露呈した場合には同
様あるいはそれ以上の反応を生ぜしめることも容易に推測される。そのほか、争議
が、もし、教職員の一方的利益の追求とみられたり、余りにも政治的なものであつ
たり、戦闘的過ぎたりしたときには、当然それに反対する時論もあり得るところで
あり、そこにわだかまる緊張関係は、教職員と、児童・生徒、保護者との間に教育
上必須に存在すべきものとされる尊敬、信頼の関係をそこなうおそれがあり、ひい
て教育の荒廃の一因ともなりかねないものをはらんでいる。このように、教職員に
おいては他の公務員職種と異る無形の波紋があり得ることは十分戒心されるべきこ
とである。所論は、争議のもたらす児童・生徒らに対する不安・動揺は教職員の適
切な指導で解決可能だというが、幼少の者に対し、そういうところの真意なるもの
を十分理解させることはすこぶる難事に属することであろうし、教職員の大方にそ
の自信と能力を期待できるものかも甚だ疑問である。
　他方、争議行為はかりに短期間、短時間にとどまるものであつても、臨時休校、
自習、登下校の調節等の学校行政における異常事態対策を余儀なくさせるのはもち
ろんである。また保安上の問題も生ずる。所論は、ストにおける安全確保の面は学
校管理者なり父母への予告措置によつてあらかじめ余裕を与えれば対処できるとす



るかの如くであるが、そのような危険回避の策を講ずることを父母にまで求めなけ
ればならないことこそかえつて争議禁止の必要性を示すものとさえ思われる。
　以上要するに、教職員の争議行為は諸般の面に悪影響をもたらす可能性が大であ
る。この悪影響が当局に対しいわば打撃となるものであつて、もともとこのような
打撃を与えて主張を貫徹しようというのが争議行為の狙いのはずであろう。その意
味で争議行為の影響力を一般的に縮小解釈しようとする所論の態度は必ずしも妥当
ではなく、到底賛し難い。
　７　補論―「ＩＬ０の見解と憲法二八条の解釈」に関する主張について
　弁護人は、原判決が、「ＩＬ０の見解等『国際労働常識と先進国の実情』として
弁護人により主張された点をも考慮にいれて検討しても確立された最高裁の判例を
覆えしまたはその本件への適用を排除すべき理由は発見できない。」とした点（原
判決書ＩＶ第六。二一五頁）を批判し、当審最終弁論において「ＩＬＯの見解と憲
法二八条の解釈」と題し次のように主張している。すなわち、「ＩＬＯ八七号条
約、同九八号条約に関するＩＬＯの諸見解、特に原判決以後に現われたそれによれ
ば、「１」九八号条約六条にいう『公務員』とは管理職的地位にある公務員を指
す。また、八七号条約はストライキ権と関連をもつ条約とみるべきであつて、スト
ライキの全般的禁止は結社の自由の諸原則と相容れず、ただ公務または不可欠業務
においてのみストライキ権を制限し得ると解されるところ、ここにいう公務に従事
する者とは九八号条約の公務員と同義で、『公的機関の代行者としての資格で行為
する公務員』をいう。したがつて、かかる公務員以外の一般公務員は、八七号、九
八号各条約の保障対象になる。「２」公務または不可欠業務においてストライキが
制限される場合には、その代償措置として、迅速公平な調停及び仲裁の手続が確保
され、その手続に当事者があらゆる段階に参画することができ、かつ、裁定が一旦
下されたときは完全迅速に実施されるべく、その実施について予算上の権限の留保
が伴うべきではないことが必要である。「３」結社の自由の諸原則と合致するスト
ライキ禁止に違反する場合にのみ刑事罰は科せられるべく、しかも拘禁刑は平和的
ストライキについては科せられるべきではない。―以上のように解されており、こ
れらはもはや定立された普遍的な国際労働基準（国際的判例法）ともいうべきもの
であつて、いわゆる自動拘束力（Ｓｅｌｆｅｘｅｃｕｔｉｎｇ）をもつものとして
批准各国を拘束し、したがつてその国の司法機関における条約解釈の基準をなすも
のである。しかして、八七号、九八号各条約の労働基本権の保障は憲法二八条と矛
盾するものではなく整合しておりまたは整合するように理解すべきであるから、上
記「１」「２」の見解に反し、公務員に対し一律無制限にストライキ権を剥奪し、
かつ所定の要件を充足する代償措置を欠如している地公法三七条一項、六一条四号
の規定は、憲法二八条に違反する無効のものと解釈されなければならない。」
　この主張につき、弁護人は、これは控訴趣意書中の特に第三章第三節ないし第五
節の論旨を補充するものという。しかし、正確にはそれを超える面もあるので、特
に本項を設け当裁判所の考えを述べておくものとする。
　当裁判所の認識するところによれば、ＩＬＯ九八号条約の公務員の範囲を所論
「１」の如く解するのは必ずしも自明のことではなく、むしろその範囲は、「法令
に定める勤務条件を享有している者」との政府解釈のもとに同条約が批准され、そ
の後のＩＬＯ各委員会においてもこの解釈が承認されてきた経緯があるとみられ
る。他方、八七号条約はもともとストライキ権とは関係がないという了解のもとに
採択されたものであり、それがその後変改されたことは実証されていない。なるほ
ど、当審で取り調べた一九八三年ＩＬＯ条約勧告適用専門家委員会（以下、専門家
委員会という。）報告「結社の自由、団結権と団体交渉に関する条約及びｍ団体に
関する条約と勧告に関する一般調査」においては、八七号条約がストライキ権を取
り扱つていることを前提とするような論述があり（第七章二〇四項以下）、そし
て、「ストライキの全般的禁止は……結社の自由の諸原則とは相容れない。（同二
〇五項）」、「ストライキ権を制限ないし禁止し得るという原則は……公的機関の
代行者としての資格で行為する公務員や、国民全体もしくはその一部の生命、個人
的安全ないし健康に対してその中断が危険をもたらす業務に……限定すべきであ
る。（同二一四項）」との見解が示されている。しかし、その全章を通読すると
き、右報告が、八七号条約が採択時の了解と異りストライキ権を取り扱う条約に変
改されたことを公式に認めたものとは到底理解されない。
　また、同報告はストライキを禁止し得る公務員等の範囲を摘示しているのである
が、これは専門家委員会の希望的意見ともいうべきものであろう。けだし、この関
係ではむしろ一九七八年七九二号事件ＩＬＯ結社の自由委員会第一八七次報告《符



五二三号》が想起されるべきてあるからである。同報告は、ｃの行つた本件ストに
対する政府の措置が労働組合権の侵害にあたるとしてｃ等からの提訴に基づき右委
員会において審議された結果を示すものであるところ、その一三八項において、
「本件に見られるような地方公務員をストライキするようにそそのかし、あおる者
を一般法に基づいて逮捕並びに起訴することは結社の自由の原則の侵害とはいえな
い。」としており（もつとも、同報告は同時に、ｃ幹部の逮捕や起訴に対しては強
い批判的態度をとつている。一三九項参照）、これは、明らかにわが国の地方公務
員一般に対するストライキ禁止法制を前提とした法的所見であるということができ
る。したがつて、このような従前の見解と合致せず、また不合致の理由についての
説明も付されていない一九八三年専門家委員会報告の論述は、同委員会の希望的意
見に過ぎないと考えられるべきものである。
　次に、所論指摘の「２」の代償措置については、右専門家委員会報告二一四項、
二二六項等に、「３」については同二二三項に述べられているものである。この点
に関する当裁判所の立場は、「２」についてはすでに説示したとこでてあり（三、
４、（一）、（２））、「３」については後述するところであるが（第二、二）、
ともあれ、そもそも専門家委員会は条約についてのいわゆる有権解釈をなす権限は
ないとされており、右「１」「２」「３」に関する報告内容はＩＬＯ総会の審議を
経たＩＬＯの最終統一見解となつているものではなく、したがつて、専門的な権威
ある意見とはいい得ても、未だ国際労働基準などと位置づけ得るものとは思われな
い（もとより自動拘束力を有するはずもない）。
　たしかに、ＩＬＯ各種委員会の見解は労働者の地位向上のため国際的視点から一
つの理想形態を示すもので、国内労働関係立法上の、あるいは既存法令解釈上の指
針として甚だ示唆的なものである。しかし反面、その提言は各国の政治的、秩序
的、社会的（国民感情を含む。）側面に対する顧慮が薄いことは否めないところで
あつて、この点はその見解を参酌するについて十分留意を要することであろう。特
に、わが国の公共部門における労使関係には独自特異の面がある。したがつて、こ
のようなＩＬＯの諸見解をそのまま継受した解釈を試み、わが国の公務員に対する
ストライキ禁止法制を直ちに違憲とするのは決して論理的でもなく、また現実的で
もないと考える。弁護人の主張には賛同できない。
　四　控訴趣意書第四章（地公法六一条四号の解釈適用の誤りの主張）について
　１　「あおり」等の行為主体をめぐつて
　弁護人らは、原判決が「あおり」等処罰の対象となる行為主体について、当該行
為者の行為が全体的評価において当該争議行為の全部または一部の実行を統括する
立場において「あおり等の行為」をなしたか、逆に統括される立場において争議参
加行為に随伴して関与したか等の点を中心にして個別的事情に応じた選別認定をし
ていくべきであると判示した点（原判決書ＩＶ第二、二、４、（一）、（３）、一
四〇頁）を批判し、原判決はこの点に関する最高裁四・二五判決、同五・二一判決
のもつ各弱点を補強し、右「統括説」をとるに至つたものであろうが、この説も、
処罰される者とされない者との限界があいまいで、もともとその基礎となつている
幹部原動力論は労働組合に対する誤つた事実認識に基づくものであるし、また不処
罰の範囲を、争議行為への単純参加のほかは、争議行為への参加に通常随伴する行
為のみに限定する所見も不当である、と主張する。
　思うに、一の組織体として活動する労働組合にあつては、通常執行部と称せられ
る組合幹部において組合の運営を担当し、対外的に組合を代表し、特に団体交渉等
の任にあたり、また他団体、他機関との連携、連絡等の渉外事務を行い、対内的に
組合の内部事務を担当するほか、組織力強化のため組合員に対する教宣その他の指
導につとめるのが通常の形態と思われる。もちろん、多くの組合ではいわゆる組合
民主主義の原理が支配し、組合員の多数の意思に基づかない組合運営はあり得ない
とされ、組合執行部も組合員自体の選出にかかるものではあるが、そこで構成され
た執行部は逆に組合の指導部ともなつて組合の運営にあたるのが実態である。この
ことは争議の遂行の場合にも同様であり、争議の発想が組合幹部から出た場合はむ
ろんのこと、一部組合員からいわば突き上げられた形で出てきた場合であつても、
争議の実施についてその得失の検討、戦術の企画立案、組合員意思の集約、実行行
為の指示、指導等はおおむね組合幹部の責任において行われるのが一般にみられる
社会的事実である。このように、組合幹部の組織能力なくしては組合員がいかに強
い争議意図を有していたとしてもそれは所詮烏合の衆にもひとしく、争議は瓦解す
る。したがつて、争議行為の真の実態に即し、一般に争議を牽引していく組合幹部
を目して争議の「原動力」ないし「支柱」たる者とか「中核的地位」を占める者と



表現することは決して背理ではないであろう。
　この組合幹部の争議において果たす具体的役割については原判決が所論指摘の各
個所（原判決書ＩＶ第二、二、４、（一）、（３）、一三三頁。同上、（二）、
（２）、一四四頁から一四五頁。第三、二、３、一五八頁から一六二頁）で詳論し
ているとおりであつて、当裁判所も全く同感である。所論は、このような見解は、
幹部による指導、被指導の一方的な上下関係とのみ捉える立場に立つものと論難し
つつ、組合幹部の役割が中核的、指導的であるのは、組合負の権限付託と民主的多
数意思に基礎をおく結果であり、組合員の期待に答える幹部の職務上の義務の遂行
にほかならないのであつて、その任務遂行をもつて争議時における原動力と評価す
ることはできないという。しかし、所論は組合民主主義の形式面を強調し過ぎるき
らいがあり、現実には組合路線の決定が明らかに執行部の構成によつて左右される
こと、いわゆる統制権の実体は執行部に存すること、したがつて執行部の構成を決
める役員選挙に異常な関心が寄せられる場合が少なくないこと、労使交渉等の成功
失敗は一にかかつて組合幹部の力量に帰せられること等々の事象は、組合内におけ
る幹部の指導力がいかに重要であるかを如実に示すものであるし、このことは平時
におけるそれよりも闘争時においてさらに顕著になることはきわめて常識的なこと
と思われる。原判決、そしてその依拠する最高裁各判決の組合幹部重視の前提は少
しも誤つていない。
　このように考えてくると、地公法六一条四号が「あおり等の行為」を処罰してい
るのは、すでに述べたとおり組合員一般のあおり等の行為ではないと解さなくては
ならない。それ故、最高裁四・二五判決は違法争議の原動力ないし支柱となるもの
として罰せられる「あおり等の行為」から「単なる機械的労務を提供したにすぎな
い者、またはこれに類する者」を除外し、同五・二一判決は「あおり等の行為」
は、「それなくしては争議行為が成立しえないという意味においていわばその中核
的地位を占めるものである」と説いているものである。（なお、最高裁一〇・二六
判決は「積極的に争議を指導した者」との表現を用いる。）
　そして、当裁判所が前記の如く「あおり等の行為」は「指導的立場において」な
されるものを指すと考えるのは基本的にはこれらの最高裁判決の趣旨に立脚するも
のにほかならない。また、原判決が「統括する立場」ということを提言するのも同
一の見解に立つものというに妨げあるまい。（しかして、本件において被告人両名
が以上の意味における「あおり」等の行為主体に具体的にあたると考えられる着で
あつたことは疑いをいれない。）
　ところで、所論は、この原判決のいう「統括する」者に該当するのは、執行部の
全員か、いわゆる三役に限るのか、最高責任者に限るのか明白でなく、また、争議
行為の「一部」を統括するとはどの範囲か明確を欠き、このように限界の定まらぬ
解釈では国民の人権は著るしくおびやかされるという。しかし、「統括する立場」
とは、「指導する立場」と同じく、一般組合員より実質的に上位に立つて、当該争
議行為ないし参加者をまとめ、一定の方向に導く立場をいうものと解される。した
がつて単位組合またはその連合体において執行部を構成し組合幹部と称せられる者
の多くはこれに該当するであろう。また「一部」を統括する（一部を指導する、と
いつても同じ。）という場合、これが単位組合の下部組織である支部や、規模にも
よるが分会等にも及び得る概念であることはいうをまたない。一般に、このような
行為主体を論ずるときは、対象となる集団及び違法行為の様態との相関関係におい
て決定されることであるので、定義自体としてはやや弾力的なものたらざることを
得ないことは、たとえば騒擾罪（刑法一〇六条）における首魁、指揮者、率先助勢
者、附和随行者の場合のそれと同じである。統括説は限界があいまいになるとの所
論は必ずしも当を得ていないと考える。
　なお、原判決中には、争議行為への参加に通常随伴するあおり行為等は処罰範囲
に入らないとする部分があるが、これは要するに、可罰的な「あおり等の行為」の
解釈について、特別の（除外）基準を設定したというより、右統括説をとる縁由と
しての説明というべきで、したがつて争議行為への参加に通常随伴すると認められ
る程度の相互協議、教宣行為等が不処罰とされるからといつて、直ちに所論のよう
に幹部の（あおり性のある）教宣行為等までも右と同視して処罰を免かれると短絡
させるわけにはいかないであろう。所論は採用できない。
　２　「あおり」「あおりの企て」の解釈をめぐつて
　弁護人は、原判決が「ａ」「地公法六一条四号にいう『あおり』とは、同法三七
条一項前段に定める違法行為を実行させる目的をもつて他人に対し、その行為を実
行する決意を生じさせるような、または、既に生じている決意を助長させるような



勢いのある刺激を与えることをいい（最高裁大法廷昭和三七年二月二一日判決刑集
一六巻二号一〇七頁、同四・二九判決、同五・二一判決）」、「ｂ」「『あおりの
企て』とは、右のごとき違法行為のあおり行為の遂行を計画、準備することであつ
て、違法行為発生の危険性が具体的に生じたと認めうる状態に達したものをいう
（前記四・二五判決）」と解し、個々の事例があおりにあたるか否かは「単に、主
として感情に訴える方法であるか否かだけではなく、対象者の数や訴える際の雰囲
気、個々人が理性的に理解するのか団体的熱気に刺激されることが多いか等々の点
を総合して判定するべきもの」とした点（原判決書ＩＶ第二、二、４、（二）、
（１）、一四二頁から一四三頁。第三、一、２、一五四頁）を批判し、「１」原判
決の解釈及びその前提をなす最高裁判決は、「煽動」に関する伝統的解釈に反する
不合理なものであつて、「あおり」とは、煽動に関する伝統的解釈にしたがい、か
つ表現活動の自由との関係から、「感情に訴える方法による不公正な行為」、少な
くとも「主として理性に訴える表現行為の域をこえるもの」と解釈すべきである、
とするとともに、「２」かりに、このような感情説に立たない場合には、「あお
り」は反社会性、反規範性の高いものに限るとの観点から、争議行為に関する組合
の機関決定（方針案・方針・指示・解説）の伝達の如きものについては、その手段
内容において詐術・脅迫その他不正・不当なものであることを必要とする、とし、
いずれにせよ、本件公訴事実の被告人らの行為は「あおり」に該当しない、と主張
する。
　（１）　思うに、地公法六一条四号（国公法一一〇条一項一七号）の「あおり」
については、上記原判示「ａ」のように定義することが判例法上確立された解釈と
みられる。そして、これは破防法のせん動の定義（同法四条二項）と同一でもあ
る。したがつて、特にこれに異をとなえる理由もなく、「あおり」の成否はもつぱ
らこの定義に準拠して案ずれば足りると思われる。所論は、原判決書ＩＶ第三、
一、２（一四八頁以下）に弁護人の主張として摘記されているところと同一の理由
を再びあげ、「あおり」のいわば前身的用語である「煽動」については、明治三三
年制定の治安警察法以来、相手方の感情に訴える方法をもつてすることが不可欠の
要件とされてきており、したがつて「あおり」についても同様に解すべきだ、とい
うのであるが、しかし、相手方の感情に訴えるものか、理性に訴えるものかという
ことだけが煽動ないし「あおり」と、教唆ないし「そそのかし」とを区別する決定
的基準とすべきでないこと原判決の説くとおりである。もつとも、前記「ａ」の定
義にしたがつても、「あおり」は相手方に対し「勢いのある刺激」を与えるような
行為であるから、これは主として、相手方の感情の興奮、昂揚を惹起するような行
為たることを前提としていると考えられ、所論が「あおり」について感情的作用を
強調するのはその限りにおいて十分頷けるところではある。しかるに、被告人らの
本件各電報、電話、文書等の各発出伝達行為の性格は、すでに詳細考察した如く、
ともに下部組合員に対し、第一波全一日、第二波早朝二時間（半日）にわたる全国
規模のスト体制を確立した熱気の中で、スト決行日の決定を公示してスト参加を強
く慫慂し、あるいは組合員の士気を鼓舞・激励しようとしたものであつて、これら
は組合員に対し、その感情面に作用する「勢いのある刺激」を与えたものとみるこ
とができよう。そして、原判決も右電報等発出のもつ感情的要素を軽視したもので
ないことはその判文上明らかである。要するに、原判決の「あおり」の解釈適用に
ついては、所論にかかわらず、何ら誤りは存しない。（なお、所論は、「あおり」
行為の要件として、反社会性の高いこと、すなわち不正不当の手段の存することが
必要であるともいうが《上記（２）》、「あおり」とは違法行為を実行させる目的
をもつてする刺激行為である以上、それ自体すでに反社会的危険性をもつ不正不当
なものであるから、所論は独自の主張というほかない。）
　ところで、弁護人は控訴趣意としての所論とは別に、処罰される「あおり」とは
争議の「原動力」にあたる「あおり」でなければならない旨強調する（当審第六回
公判手続更新にあたつての意見。同陳述書一四九頁）。弁護人のこのような意見
は、最高裁四・二五判決が、「違法な争議行為をあおる等の行為をする者は、違法
な争議行為に対する原動力を与える者として、単なる争議参加者にくらべて社会的
責任が重いのであり、また争議行為の開始ないしはその原因を作るものであるか
ら、……その者に対しとくに処罰の必要性を認めて罰則を設けることは、十分に合
理性がある」、あるいは同五・二一判決が、あおる等の行為は、「争議行為の原動
力をなすもの、換言すれば、全体としての争議行為の中でもそれなくしては右の争
議行為が成立しないという意味においていわばその中核的地位を占めるものであ
り、……このような行為をした者に対して違法な争議行為の防止のため特に処罰の



必要性を認め（たもの）」と説示している点を根拠にして「あおり」等を限定的に
解釈しようとするものである。しかし、「あおり等の行為」につき、その各文言の
定義、具体的危険性の必要性及びその主体に関して既述（三、５、目及び四、１）
のように解するならば、かかる解釈を充たす「あおり等の行為」が行われたときに
は、それはおのずと争議行為に対する原動力たる性格を帯びる「あおり等の行為」
があつたといい得るのであつて、それ以上限定的な解釈を施す必要は毫も見いだせ
ない。弁護人の意見には賛同できない。
　（２）　次に、弁護人は控訴趣意として「あおりの企て」に関しては、その解釈
が厳格になされるべきことを強調しているにとどまり、原判決の解釈について別段
誤りがある旨具体的に指摘しているわけではないと認められるので特に判断の要は
ない。ただこの「企て」の罪について弁護人が当審及び原審において言及している
次の二つの法律論に触れておく。
　イ、　その一は、「あおりの企て」の境界についてである。この点に関し、弁護
人は、予備犯的「企て」は、「あおり」等の実行行為に接着していること、また
は、いつでも実行に着手し得る程度の準備行為たることとを要するとしている（当
審最終弁論要旨三四七頁等）。そして、いわゆる企行犯と呼ばれる犯罪類型に関
し、判例・学説のなかには弁護人所論の如き趣旨の表現をなしたものもある。しか
しながら、「あおりの企て」と不可罰的準備行為との境界は、違法争議行為発生の
危険性が具体的に生じたと認め得る状態に達しているか否かで画定するというのが
近時の最高裁判例の趣旨と解され、またそれが妥当と思われる。
　<要旨第二>ロ、　その二は、「あおりの企て」行為があつた後、「あおり」行為
か現実に成立した場合の罪数関係につ</要旨第二>いてである。この点に関し、弁護
人は、かかる場合「あおりの企て」は「あおり」に吸収され独自の存在を失うと主
張している（原審弁論要旨一一二五頁）。しかし、「あおりの企て」「あおり」の
両者ともその発現態様は無定型で多様であり、それぞれ固有に違法争議発生の具体
的危険性を具有するという意味で、おのおの可罰性を保持しつつ違法争議の実現に
向けて進展していく一群の行為である。
　それ故、或る「あおり」行為の実行着手後の、または前であつてもこれに密着す
る「あおりの企て」行為はともかくとして、その他の「あおりの企て」行為は、後
の「あおり」行為に吸収される関係にあるとは考えられない（この点、単純な予備
犯が基本犯に吸収されるのとは些か趣きを別にする。事案をやや異にするが収賄罪
に関する大審院昭和一〇年一〇月二三日判決、刑集一四巻一〇五二頁参照）。とと
もに、「あおりの企て」も「あおり」もその終局の目的を一にする段階的行為であ
るから、原則としてこれらを包括して一罪として論ずべきである。原判決も本件に
つき同旨の取扱いをしており是認できるところである。
　３　「あおりの企て」「あおり」の具体的適用をめぐって
　弁護人は、控訴趣意書四四四頁以下において原判決の認定に即しつつ、またはそ
の認定に誤認があるとしたうえで、被告人両名の行為について「あおりの企て」
「あおり」罪を適用したのは誤りであるとする諸点を指摘する。しかし、その諸点
の多くはすでに判断を加えたところと重複するとみられるので、これらについては
再説を省き、「あおりの企て」に関する次の三点についてのみ説明しておく。
　<要旨第三>（一）　所論中、原判決は、被告人ａが第四四回臨時大会において、
統一ストライキに必要な指令を発出伝</要旨第三>達できるよう各県ｄ委員長からあ
らかじめ指令権を委譲されたことをもつて、ストライキ準備行為の重要な一部をな
すと判示したが（原判決書ＩＶ第三、三、１。一六七頁から一六八頁）、「１」第
五回全国戦術会議における右委譲された指令権の発動の実質はスト戦術配置の確定
に過ぎないから、その発動準備をしただけでは未だ「あおることを企てた」という
ことはできない、「２」本件で三・二九電報等は指令でもなく、「あおり」にあた
るものでもないが、かりに指令だとみても、指令権委譲のあつた時点では指令の発
出は批准投票の成立にかかるという不確定な状況下にあつたばかりでなく、ストラ
イキの日時も特定されず、かつストライキ実施予定日より遥かに離れていた時点で
の指令権の委譲をもつてしては、未だ「違法行為の危険性が具体的に生じたと認め
得る状態に達したもの」すなわち「あおりの企て」にあたるものとはいえない、と
主張する点について
　しかし、第五回全国戦術会議における指令権発動宣言の性格については既述のと
おり「スト体制の確立」を基本的に了したものと理解するのを相当とする（二、
Ａ、３、（二）、（三）参照）。これを組合用語として所論のようにスト戦術配置
の確定と呼称することもあるのであろうが、表現はともあれ、スト実施のため不可



欠な段階的行事であつたことに疑問の余地はない。したがつて、第四四回臨時大会
における被告人ａに対する指令権の委譲は、右のような意義をもつ指令権発動宣言
の前提をなすとともに、実力行使に関するすべての指揮命令の権限を中央闘争委員
長たる被告人ａの一手に独占的に掌握させるものとして、ストライキ突入に必要な
指令ないしこれに準ずる行動要請を発出するための準備行為の一つというべきであ
る。この場合、委譲の時期が批准前である等所論指摘の状況下にあつたとしても、
同臨時大会では、同時に二月、三月を闘争体制確立月間として設定し、各級機関が
オルグ教宣活動を集中的に展開し、批准投票の成功を期するための対策をも定めて
おり、したがつて、被告人ａをはじめとする組合幹部としては傘下大部分の県ｄに
おけるスト批准の成功に自信をもち、スト体制の確立は優に既定路線上にあると判
断できる状況にあつたと認めることができるので、これはストライキの現実的危険
性を発生させる状態にあつたというに足りる。（同臨時大会第二日目の二月二六日
付けで、文部大臣より、スト実施に対する自重自戒を求め、かつ実施した場合にお
ける処分の警告を内容とする談話が発表されるとともに、文部省初等中等局長名義
をもつて各都道府県、指定都市教育委員会教育長あて「教職員のストライキについ
て（通知）」が発せられていることは、同臨時大会決定がストライキの現実的危険
性を有することを窺知させる徴憑の一つともいえよう。）
　（二）　次に所論中、原判決は、被告人ａが、右臨時大会において、本件ストラ
イキを成功させるため各級機関においてオルグ活動、職場学習会・討論会等を積極
的に行うことを決定し、また指示第一八号の発出を指示したことをもつて「あお
り」の計画・準備の一部にあたる行為をしたと判示したが（原判決書ＩＶ第三、
三。一六八頁から一六九頁）、オルグ教宣活動や学習・討論は組合の日常活動であ
つて「あおり」にあたるものではなく、また甚だ具体性を欠き、このようなことを
決めたことが「企て」に該当するいわれはない、と主張する点について
　思うに、「あおりの企て」が成立するためには、当然その前提としての「あお
り」行為が想定されるところである。そこで本件臨時大会の決定内容を「あおりの
企て」と解する場合の「あおり」とは何かを案ずると、この点につき検察官は、原
審第二回公判において、「「イ」行動指令の発出伝達、及び「ロ」スト実施体制確
立のための説得慫慂活動がいずれも『あおり』である」旨釈明している。この釈明
内容中、「イ」はともかく、「ロ」はかなり幅のある主張であつて、（ｉ）スト実
施体制の確立強化のためスト突入に至るまで各級機関において行われる説得窓通活
動のすべて、ともとれるし、（ｉｉ）検察官の冒頭陳述等の内容と照らしあわせる
と、もつと狭く、右臨時大会でスト体制確立のため行うとしたオルグ活動、職場学
習会・討論会等の説得慫慂活動そのもの、ともとれる表現である。一方、弁護人
は、原審以来、もつぱら（ｉｉ）の意義に解したうえ、かかるオルグ活動等は「あ
おり」にあたらないと主張している。これらに対し、原判決はＩＶ第三、三、１に
おいて、被告人ａに対する指令権の委譲が指令の発出伝達の内部的準備にあたると
したほか、臨時大会の決定で「各級機関がオルグ教宣活動を集中的に展開し、職場
学習会・討論会を積極的に行ない……ストライキ突入体制を整備することとしたこ
と……は、右のようなストライキとこれへの説得慫慂活動の実施に向けて、その時
期・方法等を定めたもので、『あおり』の計画・準備の一部にあたる。」と説示し
ているところ、この後段部分は一見（ｉｉ）の如く解しているようにも読みとれる
が、他面、「ストライキとこれへの説得懲悪活動の実施」としている点を考える
と、むしろ（ｉ）の如く解しているとみられなくもない。
　しかしながら、当裁判所は、この場合の「あおり」とは、被告人ａによるストラ
イキ実施に関する指令の発出伝達ないしこれに準ずる行動要請等の慫慂行為と理解
すべきものと考える。すなわち、本件ストについては、既述のように（二、Ａ、
４、（一）、（２）、（イ））、第五回全国戦術会議における被告人ａの指令権発
動宣言によつて自動的にストに突入するものではなく、なおその後に、ストに関す
る指令ないしこれに準ずる行動要請等（以下この項においては「指令等」ともい
う。）がほぼ必然的に求められる関係にあつたと認められる。要するに、スト突入
はそのような指令等の切つ掛け（はずみ）を得て敢行されるものであつたのであ
る。そうしてみると、ｃ第四四回臨時大会、指示第一八号、第五回全国戦術会議は
順次、スト実施体制の基本的確立へ向けての段階的行事であつたが、右の指令等に
力点を置いてこれをみるならば、それらはスト実施に殆んど必須とされる指令等の
発出等のための準備行為たる性質を有するものであり、その手続なくしてはストは
なく、またスト指令等もないという意味で密接につながるものであつたということ
ができる。したがつて、この指令等の発出等が「あおり」性をもつ蓋然性が高いと



考えられる以上、その準備たる右第四四回臨時大会の決定（その主な内容は、七四
春闘山場の四月中旬における第一波早朝二時間、第二波全一日のストライキを内容
とする闘争体制の確立をはかるものとし、具体的戦術の手段として、上記（一）の
如き指令権の委譲を行つたうえ、批准投票の手順・闘争基金の徴収方法等を取り決
め、オルグ活動、職場学習会・討論会を積極的に組織する、というものであ
る。）、指示第一八号の発出（その主な内容は、指令権委譲の点を除き、右臨時大
会決定とほぼ同様のものである。）は、第五回全国戦術会議の決定（その主な内容
は、上記（一）の指令権発動宣言と、「七四春闘『ストライキ』戦術実施要綱《行
動規制》について」の配布指示である。）とともに、「あおり」の計画準備、すな
わちその「企て」に該当することは明らかといわなければならない。そして、特
に、右臨時大会の決定は、爾後における指示第一八号及び全国戦術会議の基調を形
成する決定であつて、あおり性をもつ指令等を発出するについての計画準備の発端
をなすものとして位置づけられ、きわめて重要視されるべきものであつたのであ
る。したがつて、このように、同臨時大会の決定が「あおりの企て」にあたるの
は、スト突入に必要なスト指令ないしこれに準ずる行動要請（それは、本件では結
局三・二九指令となつて発現した。）の発出等のスト慫慂行為の計画準備に及んだ
ことに基づくものであるから、同臨時大会の決定の一内容たるオルグ活動、職場学
習会・討論会等が「あおり」にあたるかどうかとは当面全く無関係のことである。
もともと、「あおりの企て」とは自己または自己と意を通じた者の「あおり」行為
を計画準備することであり、他人の「あおり」行為を準備する場合を含むものでは
ないと解され（これは、「あおり」の実行着手後これを遂げなかつた、いわば未遂
犯的「企て」の場合は当然のこととみられるが、実行着手前のいわば予備犯的「企
て」の場合も同様に解すべきものと思われる。）、かつ、「企て」の前提となる
「あおり」が前叙の如く、指導的立場においてするそれでなければならないこと等
にかんがみれば、被告人ａが委細について関知することのない、下部各級機関で行
われるストに対する各種の説得慫慂活動までを同被告人の「企て」の射程距離内に
入れてこれに帰責しようとするのは甚だ事理を欠くことともいえよう。
　以上の理由により、当裁判所は、ｃ第四四回臨時大会の決定は爾後に想定される
「あおり」性をもつストに関する指令の発出・伝達ないしこれに準ずる行動要請等
の慫慂行為のための計画準備を行つたという意味で「あおりの企て」に該当すると
認めるべきものと考える。この点に関する原判決の理由説明はすでに指摘したよう
に必ずしも判然としないものがあるが、「罪となるべき事実」第一、一の判示部分
は、その表現及び結論において当裁判所の見解と特段背馳するところはない。
　かようにして、所論が、右臨時大会の決定が「あおりの企て」になるとした場合
の「あおり」を、もつぱらオルグ活動、職場学習会・討論会等の行為に限局したう
えで、これらは「あおり」にあたるものではなく、したがつて「あおりの企て」も
成立しない旨主張するのは、当裁判所の見解とその前提を異にし、肯綮を失してい
るというべきである。
　なお、指示第一八号についての所論も、右に述べたところがら明らかなように採
用するに由ない。
　（三）　所論中、原判決がＩＶ第三、四、１「都ｄ第五七回臨時大会」、同２
「指示第八二号」の項（原判決書一七二頁から一七三頁）において被告人ｂの「あ
おりの企て」が成立すると判示したのは、被告人ａに関する右（二）の所論と同じ
理由で誤りである、と主張する点について
　都ｄ第五七回臨時大会における決定内容及び指示第八二号の指示内容は二、Ｂ、
２において認定したとおりであつて、それらは四月中旬における統一ストライキの
ためのスト体制の確立強化をめざすものであつた。そしてそれは、当然、スト突入
に必須とされるストに関する指令ないしこれに準ずる行動要請（本件では結局三・
二九指令や四・三「行動規制」の配布となつて発現した。）の発出・伝達のための
計画準備たる側面をももち、したがつて「あおりの企て」に該当すること、及び、
この「あおりの企て」の成否はオルグ活動、職場学習会等が「あおり」性をもつか
否かとは必ずしもかかわりなく決せられるものであることは、いずれもｃ第四四回
臨時大会の決定及び指示第一八号について被告人ａに関し説示したところと同様で
ある。所論は理由がない。
　なお、弁護人は、原判決が「被告人ｂは、ｃ第四四回臨時大会の決定内容及び指
示第一八号等を受け入れて、ｃ役員らと共謀のうえ、都ｄ第五七回臨時大会におい
て組合員に対し同盟罷業実施体制確立のための説得慫慂活動を実施することなどを
決定し、」と判示した点（原判決書罪となるべき事実第二、一。二三頁）を批判



し、右のような受入れの事実はなく、したがつてｃ役員との共謀もないとの意見を
述べている（当審第九回公判における公判手続更新にあたつての意見。同陳述書八
〇頁）ので、職権をもつて判断する。しかるに、都ｄ臨時大会議案とｃ臨時大会決
定及び指示第一八号とはその内容においてほぼ共通していること、たしかに都ｄ臨
時大会議案の作成はｃ臨時大会決定や指示第一八号の発出前に作成されたものでは
あるが、それ以前すでにｃ臨時大会議案の内容は成立していたとみられること、ｃ
幹部と都ｄ幹部とは常時意思を疎通していたと推認されること、都ｄ臨時大会議案
のなかには、早くも「ｃ臨時大会で決定された戦術について、云々」の文言が記載
されていること（符一三三号（３）面）等を総合すると、原判示の三月上旬ころに
は、被告人ｂにおいて、原判示のとおり、ｃ臨時大会の決定、指示第一八号の内容
等を受け入れてｃ役員らと原判示共謀を遂げていたことが優に認定でき、弁護人の
意見には同調てきない。
　五　控訴趣意書第五章（可罰的違法性に関する事実誤認と法令解釈適用の誤りの
主張）について
　弁護人は、原判決が、本件行為には可罰的違法性がないとする弁護人の主張を排
斥した理由（原判決書ＩＶ第四、二。二〇二頁から二一三頁）のうち、「１」本件
ストライキの内容、突入経過、態様について説示したところはおおむね納得できる
が、「２」本件ストは人事院制度を部分的に否定して労使交渉による賃金決定とい
う新方式への移行を求めようとする主張につながり、かつスト権付与の当否という
政策問題にいきあたるものであるとした点、「３」本件ストの影響が重大であると
した点、はともに誤りであると批判したうえ、「４」被告人らの本件「あおり」等
の行為は、多数組合員の春闘へ向けての意欲の高まりに沿つてなされたものであつ
て、原動力性や具体的危険性は乏しいと強調し、結局、本件ストの目的、経過、影
響、さらに「あおり」等の行為の違法性の程度等を総合すると、被告人らの行為は
いわゆる可罰的違法性を欠き罪とならない、と主張するものである。
　思うに、公務員等の争議行為で国公法ないし地公法所定の罰則の構成要件に該当
する行為であつても、具体的事情のいかんによつては法秩序全体の精神に照らし許
容されるものと認められるときは、刑法上違法性が阻却されることもあり得ると解
される（最高裁四・二五判決参照）。しかし、一旦構成要件に該当する以上、実際
上は格段の例外的事由が存しない限り、このような違法性の阻却（この場合、可罰
的違法性の欠如と同義に解する。）は認められないであろう。すなわち、「あおり
等の行為」の対象となる争議行為の目的が社会的に是認されざるを得ず、争議行為
自体及び「あおり」等の行為の手段・様態か相当で、法益侵害の程度も軽微である
場合等に限定されると思われる。そこで、この観点から本件ストないし被告人らの
行為を吟味しつつ所論にも答えるものとする。
　（一）　右に争議行為の目的が社会的に是認されざるを得ないものとは、たとえ
ば三、４、（一）、（２）において上述したような、代償措置が本来の機能を果た
さないためこの制度の正常な運用を要求して争議行為に出るような場合またはこれ
に準ずる場合を指すものである。しかるに、本件ストが昭和四八年秋以降の異常イ
ンフレによつて目減りした実質賃金の大幅回復などを一大目標に掲げていたことは
認めることができるとしても、当時人事院、人事委員会等及ひ政府、地方自治体当
局等の対応が代償措置を本来の形て機能させていなかつたとまてはいい得ないこ
と、また本件ストが代償措置と直接のつながりがあつて行われたものとは認め難い
ことはいずれも既述（三、４、（二））したとおりであるし、原判決が詳細に説示
しているところでもある。したがつて、本件ストの目的を代償措置との関係から正
当視するわけにはいかない。
　右の点に関連し、原判決が、組合側としては春闘時期に政府との間で給与引上げ
額をめぐる事実上の政労合意を成立させるという方法をとらざるを得なかつたであ
ろうとしたうえ、しかしこれは人事院制度を部分的に否定するという主張につなが
る、と判示したのに対し、所論は本件当時におけるこの政労合意人勧反映方式は人
事院制度を前提として公務員給与の改善を図ろうとするもので、そこに強い違法性
の契機を見いだすのは誤りだという。たしかに、ｃを含む公務員共闘の賃金問題に
関する運動の窮極目標は「人勧体制打破・労使交渉による賃金決定の」のスローガ
ンにあらわれているように、公務員賃金を現行の人事院勧告制度によらず、新しい
労使交渉による決定方式へ移行させることをめざすものであるように思料されるも
のの、本件スト当時は未だその即時実現を所期していたとは思われない。しかし、
本件ストも単純な賃上げ闘争を超えて右新方式移行への前進を企図した面があるこ
とは否定できないし、そのための一過程である政労交渉の場をストを背景にして作



出し、政府から人事院勧告に先立ち、でき得れば有額回答、さなくともこれに近い
言質を得て、これを人事院勧告に反映させようとする意図をもつ政治色の濃いもの
であつて、この意図が次に述べるスト権奪還の要求とともに、本件スト突入の重要
な契機となつたと認めるべきである。もともと、ｃ傘下公立小・中学校の職員団体
の勤務条件等に関する交渉先は各地方公共団体であるべきであるが（地公法一〇八
条の五）、しかし教職員の賃金等の決定が、すでに触れたように現実には国家公務
員に準ずる形で運用されてきている以上、各県ｄの連合体たるｃにおいて賃金問題
等に関し政府・人事院等と交渉するいわゆる中央交渉ないし政労交渉については、
それが平和的に推移するものである限り、事実として行われる一つの政治的現象と
みれば足りるであろう。また、人事院がその勧告に先立ち、公務員組合等の意見を
聴取する方式をとることも好ましい措置かも知れない。けれども、これら一連の手
続において、組合側が法禁のストライキを背景に据えてその威嚇のもとに自己に有
利な方向をかち取ろうとすることに対しては、もとより消極的に評価せざるを得な
いものである。所論はかかる過程を政労合意人勧反映方式と称し正当化しようとす
るのであるが、到底同調できる主張ではない。
　ところで、本件ストは、七四春闘の三大要求、すなわち「賃金の大幅引上げ・五
段階賃金粉砕」「スト権奪還・処分阻止・撤回」「インフレ阻止・年金・教育をは
じめとする国民的諸課題」の解決を標榜して行われたものであつて、単に賃金問題
だけがテーマだつたわけではなく、右のように他のテーマも存し、なかでも重要視
されていたのは「スト権奪還・処分阻止・撤回」であつたと思われる。もつとも、
そのうち処分阻止・撤回（実損回復）の点は、ｃとしては、打ち続く処分のため強
く頭を痛める問題として前年の七三春闘の七項目合意以来の課題であつたにして
も、政府の姿勢が固いため七四春闘の段階てで挙に解決できるとまでは徹底して考
えておらず、むしろ春闘共闘、公務員共闘という関係団体と共通して取り組む最重
点事項としては、スト権奪還への少なくとも橋頭堡（糸口）を確保することを考え
ていたものと推測される。スト権問題が解決されれば実損回復問題の悩みもおのず
と縮小する関係にも立つからである。いずれにせよ、この推測は、春闘共闘が四月
一〇日の閣議決定（その第一項は労働基本権問題である。）を不満としてストに突
入し、その後の対政府非公式交渉が主として「スト権」に向けられ、四月一三日午
前の「口頭合意事項」（その中心は労働基本権問題である。）の確認後直ちにスト
が終息し、この間、実損回復の問題が狙上にのぼることがあつても、つきつめたも
のでなかつたとみられることからも、十分裏づけられるであろう。（そうすると、
原判決が、七四春闘で「スト権奪還」要求といわれるものの本音は実損回復をはか
る点に当面の重点があつたと判示する部分（原判決書ＩＶ第四、二、２。二〇五
頁）はやや疑問があり、「スト権奪還」の意図を軽視しているきらいがあるやに思
われる。）
　かくして本件ストは経済的要求の反面に、かなり強い政治的要求を含むものであ
つたといわなければならない。民間労組にせよ官公労組にせよ、労働組合（職員団
体）存立の目的は労働（勤務）条件の維持改善にある。それを超えた政治的目的に
よるストライキは、政治ストと呼ばれ、これと対置される経済ストが一般には憲法
二八条の保障下にあり、労組法一条二項の適用を受け得るのに反し、その適用を失
うものとされるとともに、もともとストライキが禁じられている公務員において
は、その違法の程度を高からしめるものと解される。本件は、もちろん政治ストに
はあたらない。しかし、純粋な経済ストでもなく、経済的要求にからむ、いわば経
済的政治ストの性格をもつものであつたとみられるが、このような政治性を帯有す
るストライキは憲法二八条との関係が希釈され、法秩序全体の見地からみて違法性
を阻却されるストライキにあたるか否かの判断をなすについては、やはりマイナス
方向に働くものといわざるを得ない。
　（二）　争議行為または争議付随行為の違法阻却事由（可罰的違法性）の有無に
あたつて考察の対象とすべき重要な要素として法益侵害の程度、すなわち「あおり
等の行為」の対象たる争議行為の影響がある。そこで本件ストの影響を考察するこ
ととするが、一般に教職員の職務は公共性が高く、そのストは、それがかりに一時
的なものであつても軽視し難い悪影響をもたらすものであることについてはすでに
詳述した（三、６、（一）、（二））。そして、そこで述べたことは、おおむね本
件ストにあつても具体的にあてはまるものと考えられる。そこで、さらに進んで本
件に特有に生じた影響をみてみると、まず着目すべきは、本件ストが四月一一日の
全一日にわたり、しかも全国的規模で行われた（被告人ｂについてはその一環とし
て東京都全域にわたる）広汎な職務の中断であることである。すなわち、当日この



ストに参加したｃ傘下批准県ｄ関係（二五都道府県）の公立小中学校教職員は一八
万人以上にのぼり、そのうち起訴事実に直接関係する五都道県では都ｄ約二万四五
〇〇人、北ｄ約二万三〇〇〇人、岩ｄ約六一〇〇人、埼ｄ約三五〇〇人、広ｄ約五
八〇〇人を数えるものであつた（ｎの検察官面前調書、原審ｈ証言等による。）そ
して、このような多数の教職員が当日の授業等を放棄し、教育現場を離れた結果、
右五都道県に限つても、多くの公立小中学校において、臨時休校、下校時繰上げ、
自習授業等の臨時措置を余儀なくされている。そして、当日は四月の新学期がはじ
まつたばかりであつたため、原審以来、検察官は、教師と児童・生徒との信頼関係
確立のうえで最も重要な時期であつたと強調し、他方弁護人は、オリエンテーシヨ
ン期で、授業が行われても短縮授業が多く多少これがずれても教育に支障のないも
のであつたと反論し、一つの争点となつている。もつとも、当裁判所はこの論争に
さほど重きをおく必要はないと考える。なぜならば、技術的にはたしかに時期時期
において授業の中味に軽重厚薄の差があり得るとしても、教員は所定の授業計画に
則つてその時その時に能う限りの教育効果をあげるべく努めることを期待されてい
るのであり、したがつて教育活動の空白の意味を考えるのに右のような技術的側面
を殊更重く見て論ずるのは適当でないと思料するからである。一日の空白はどの時
期におけるものであれ決して軽視できないものといわなければならない。この点に
関し、弁護人らは、当時は午前中二時間ないし四時間の短縮授業が多かつたから全
一日ストといつても実質的には二時間ストないし午前中半日ストと異なるところは
なかつたともいう。しかし、ｃとしては本件ストはｃ結成以来初の全一日ストとし
てまさに「歴史的な全一日ストで」であつたのであり、その「全一日」の一般並び
に組合員自身に及ぼす心理的効果は強力なものがあつたとみるべきであるのみなら
ず、授業面だけからすれば弁護人所論のように二時間ないし四時間の放棄といえな
いわけではないにしても、スト参加者らはスト行事から学校へ復帰した者を除けば
殆んどは全一日職場放棄を敢えてしたもので、全一日ストとみて何ら差し支えない
ものである。いずれにせよ、本件ストは全国規模の（被告人ｂについては東京都全
域にわたる）、しかも全一日に及ぶ職場放棄であつて、これを指導した被告人らの
行為は法益侵害の程度が軽微なものとは到底いえない性質のものであつたと考えら
れる。
　なお、本件ストによつて格別の保安上の問題は生じなかつたようである。しか
し、これは学校管理者側及び非組合員ないし非同調者ら争議不参加者らの適切な対
応の結果に帰せられるべきものであつて、ｃとしては（保安要員を配置した個所は
別として）保安上の問題が生じなかつたことを揚言し得る立場にはないと思われ
る。
　（三）　次に、所論中の、本件「あおり」等の行為は、多数組合員の闘争意欲の
高まりに沿つて行つたもので、ストに対する原動力性や具体的危険性は軽微なもの
であつた、との主張について考える。
　右所論は要するに、原判決のいう「盛り上り論」を表現を変えて主張するもので
ある。原判決は原判決書ＩＶ第三、二「いわゆる下部組織からの『盛り上り』と
『あおり』等の該当性について」の項（一五四頁から一六六頁）においてこれを取
りあげ、おおよそ次のように判示した。すなわち、本件が全一日ストを含む強力な
争議行為であつたにもかかわらず二五都道府県組合において参加者が高率にのぼつ
たのは、一般組合員らが昭和四八年末以降のかつてない物価謄貴に処して、大幅給
与引上げ等を主たる目標とする本件闘争に積極的な意欲をもやし、あるいはそれほ
どでなくても共感し支持する者も多い状態であつたことは弁護人の主張するとおり
と認められる。しかし、ｃのような大組織で、組合員数も多い集団になると、さま
ざまな考え方の者があつて、これを全一日のストにまで組織していくには組合幹部
の強い指導性が必要とされ、現に本件では昭和四八年の第四三回定期大会前後頃か
らスト突入に至るまでの経緯をみると、同大会でまず全一日のスト路線を用意し、
これに沿うよう組合員の意識を触発したのは組合幹部であつたし、また、組合幹部
による各種の教宣ないしオルグ活動の指導があつたればこそ高率なスト批准率、ス
ト突入率が得られたものであつて、それをただ一般組合員の自然な意識の全面的反
映として受けとめることはできない。そして、このような組合幹部の活動のなかで
も被告人両名の指導力は、その組織における立場上、最も重要なものであつた、と
以上のように判示したのである。組合幹部と一般組合員との関係については、当裁
判所も既述したところである（四、（一））。そして本件における組合幹部、こと
に被告人両名の役割についての原判決の右判旨は正鵠を射ているものと思われる。
したがつて、当裁判所も原判決と同じく、本件ストについては、下部、特にいわゆ



る組合意識の強い者らからの一部盛り上りもあつたことは肯定的に理解するにして
も、本件ストの原動力はあくまで被告人らを含むｃ及び各県ｄの組合幹部であつた
ことは否定しようもない事実であるとみるのである。それ故、被告人らの各行為が
本件ストに対し具体的危険性が軽微なものであつたとは到底いえず、この盛り上り
論と同旨の論法をもつて被告人らの行為の違法性を阻却する主張とするのには組し
難い。
　（四）　なお、この控訴趣意書第五章においては、原判決が被告人両名の「あお
りの企て」または「あおり」として認定した事実についての誤認の主張が散見され
るが、それらはすべて控訴趣意書第二章及び第四章に対する判断として既に判示し
たか、あるいはその判示によつて結論できるものと認められるので、重ねての説明
を省く。
　以上述べたほか、本件をめぐる諸般の事情を詳細点検しても被告人両名の行為が
法秩序全体の精神に照らし許容される性質のものとは到底判断できない。要する
に、所論が原判決は事実面、法律面で誤りをおかしており、被告人らの行為がいわ
ゆる可罰的違法性を欠くものであるとする主張は採用するを得ないといわなければ
ならない。
　六　結論
　弁護人らの論旨はすべて理由がない。
　第二　検察官の控訴趣意に対する判断
　一　控訴趣意の要旨
　検察官の所論は要するに、原判決は、検察官の被告人ａに対する懲役一年六月、
同ｂに対する懲役一年の各求刑に対し、被告人両名をそれぞれ罰金一〇万円に処す
るとしたものであるが、これはその量刑が軽きに失し不当であるから破棄されるべ
きである、というものであつて、その理由として大略次のように述べる。
　１　本件は、その規模、態様、影響及びその性格からみて、きわめて悪質重大な
違法争議行為事犯であり、被告人らは組織の最高幹部の地位にあつて、これを計
画、指導、推進したもので、その責任は重大であるから、被告人両名に対する量刑
は懲役刑を選択して処断するのが当然である。すなわち、「１」本件は、全国的規
模による全一日ストライキという最強の手段を用いた違法争議行為事犯であつて、
公共性の高い公立学校における義務教育の遂行にきわめて大きい影響を及ぼした。
「２」本件ストは、その目的、実態からみて政治的性格が強く、かつ、相当以前か
ら計画、準備されたスケジユールストであつて、違法性がきわめて強い。「３」被
告人らは、ｃまたは都ｄの最高幹部として本件ストを計画し、終始その実行を指
導、推進してきたもので、その責任は軽視できない。「４」本件は、国公法及び地
公法制定以来、検挙・起訴された同種事犯中、最も悪質な違法争議行為事犯であり
その量刑にあたつては同種事犯に対する科刑状況も考慮する要がある。
　２　原判決が、本件ストの悪質重大性と被告人両名の刑責の重大性を認定しなが
ら、最高裁判例の変遷を主な理由に、「本件の違法性を明確にすれば、裁判の目的
の大半を達成できる」として、被告人両名に対し、罰金刑を選択して処断している
のは不当である。すなわち、「１」本件ストを、最高裁判例の動揺期に生じたもの
と表面的に捉えて量刑上評価することは、正しくない。「２」本件は、最高裁四・
二五判決に敢えて挑戦して行つた違法争議行為事犯であり、最高裁判例の変遷は、
量刑上特に考慮すべき事由にあたらない。「３」原判決が、本件の違法性を明確に
すれば裁判の目的を達するとして、被告人らに対し、罰金刑を選択しているのは失
当である。
　二　当裁判所の判断
　そこで、原審及び当審において取り調べたすべての証拠を総合して、検察官の主
張の当否を考察する。
　１　検察官の所論中、本件「あおり」等の行為の対象となる本件ストに関し右一
の１の「１」及び「２」に指摘している各事実については当裁判所もほぼ同意見で
あつて、既に「第一　弁護人の控訴趣意に対する判断」において示したとおりであ
るので（特に、「１」については三６（一）（二）、五（二）。「２」については
五（一）、二Ａ１、二Ｂ１、三４（二）。）、再び繰り返さない。そして、このよ
うな大規模で違法性の強いストライキが公共性の高い職務を有する教職員によつて
敢行されたことについて、被告人ａはｃ中央執行委員長ないし中央闘争委員長たる
最高の地位において、その企画から終結まで終始これを主導した者であり、また被
告人ｂはｃ傘下最大の単位組合である都ｄの委員長ないし代行たる地位においてそ
の推進を図つた者である。被告人両名の本件「あおり」等の行為の刑責は甚だ重い



といわざるを得ない。
　２　しかしながら、他方、右のような本件ストの背景には、次のような政治的、
社会的事情が重層的に横たわつていたことにも留意の必要があろう。
　その第一は、既述のとおり、公務員のスト禁止の代償措置である人事院勧告につ
いて、政府が長くその完全実施を見送つたため、公務員組合としては公務員共闘を
結成したうえ、公務員の生活を守るにはストを構えて、わが国特有の春闘に連動さ
せつつ民間賃金相場を押し上げることと併行して、いわゆる政労交渉により有利な
人事院勧告とその完全実施を迫る労働闘争を組織する挙に出るのもやむを得ないと
し、またそれはそれなりに実効を収め得たとみられる状況が続いたこと、そして、
殊に本件スト直前は原判決説示の如き（原判決書ＩＶ第四、一、１。一八六頁以
下）急激大幅な異常インフレに際会していたため、民間労働者と同じく、公務員と
てその賃上げ要求は従前にもまして強力になされることが当然視されるような雰囲
気にあつたこと、である。
　その第二は、占領下において一旦付与されていた官公労働者のスト権の「奪還」
は、官公労組にとつて年来の宿願であつて、昭和二〇年代以来絶えず政府に対して
強くその解決を求めてきた問題であつたこと、そしてこの奪還闘争の有力な舞台と
してＩＬＯが最大限に利用されたが、ＩＬＯはおおむね労組側に利益に作用する見
解を次々と打ち出し、これは明らかにわが国官公労働運動に自信と、はずみをつけ
るものであつたこと、一方、政府はこのような国内の労働状勢や国際世論にかんが
み、公務員の労働基本問題審議の機関を設けて対処することとしたものの、早急な
進捗はみられず、本件ストの前年九月に至つて、漸く第三次公制審の答申が出され
たが、これはスト権についていわゆる三論併記の形をとり、スト権回復の方向を必
ずしも明らかにするものではなかつたこと、したがつて、労組側としてはこの内容
にもとより不満足ではあつたけれども、しかしこれが少なくとも今後のスト権奪還
の足がかりになると判断したやに推測され、かくして七四春闘を迎えたこと、であ
る。
　その第三は、裁判所における判例の変遷である。この経過と内容については原判
決が詳細判示するところであり（原判決書ＩＶ第二、１、２、六八頁以下）、訴訟
関係人に周知のことであるから詳説しない。要するに、公務員のストに関する罰則
規定の合憲性については、久しく判例の間に見解の相違が存し、最高裁一〇・二六
判決を経て、漸く四・二判決による一応の統一があつたが、やがて四・二五判決に
よる世にいう〃逆転判決〃が出るに至つて、この問題の帰趨はほぼ確立されたとみ
られる。しかし、四・二五判決が国公法上のストに関する罰則規定を無限定に合憲
としたことについては七裁判官の実質的反対があつたこともあつて、再逆転の観測
や、依然四・二判決を支持し、あるいは判例はなお動揺期にあるとする論調も少な
くない状況にあつたことが指摘される。
　本件ストは、このような当時の潮流のなかで行われたものであつた。そして、官
公労組側からみるならば、経済的要求とともにスト権回復を求めるため実力行使の
行為に出ることは、官公労働運動として必然性と多分に正当性とをそなえたものと
認識され易い情勢にあつたと認められる。当裁判所は右第一ないし第三の各事情を
基にこのように認識することが必ずしも妥当とはいえないこと、そしてそれを基に
安易にストに突入することが許容されるものではないことについては、弁護人の控
訴趣意に対する判断の各所ですでに述べたとおりである。しかし、被告人らが本件
ストを指導した背景に、叙上のような客観情勢（その一部は被告人らが関与して作
出した部分があるにせよ）があり、その大きな脈絡の中で本件ストが行われたこと
を参酌するならば、このことはおそらく被告人らの刑責にある程度の控制を加える
べき原因となると考えるのが、相当であろう。そのうえ、「ａ」本件ストは被告人
らの指導のもとに、ともすれば労働争議に伴い易い暴力の行使等の形跡はなかつた
こと（いわゆる平和的ストライキであつたこと）、「ｂ」政治判断や捜査技術上の
制約があつたとはいえ、同時にストに突入した他の公務員組合指導者に対しては一
切訴追が行われていないこと、等にも量刑上幾何かの考慮を払うべきものと思われ
る。
　３　ところで、原判決は本件の重大性を肯認しながらも、諸般の事情、特に、本
件ストは未だ前記四・二五判決の定着・滲透前の動揺期に行われたことを主たる理
由とし、なお本件が集団的労務不提供の域にとどまつたこと等を付加して、裁判所
としては本件ストに違法の「けじめ」をつければ裁判の目的の大半は達せられると
して、被告人両名に対し、所定刑中罰金刑の最高額を科したものである。
　しかしながら、たしかに本件スト当時、判例が動揺状態にあるとの見方が存した



ことはさきにも触れたが、公務員のスト禁止条項自体については最高裁は一貫して
これを合憲としてきたのであつて、変遷は主としてストに関する罰則規定の解釈適
用の点にあつたし、四・二判決によつてもストの「あおり等の行為」がつねに不可
罰とされるものでもなかつたのである。（すなわち、四・二判決は、当該事案であ
る都ｄの全一日一せい休暇闘争につき、その刑事法上の違法性はこれを肯認しつ
つ、ただ「あおり」の態様が争議行為に通常随伴する行為として違法性を欠く、と
したものであり、したがつて「あおり」のいかんによつては可罰的となる余地を優
に残していたものである。）そして、四・二五判決は世上これに対する賛否の論が
うずまいていたにしても、その重味の司法実務上に与える影響は甚大であり、また
同判決は国公法に関するものであつたにせよ、その趣旨はやがて地公法にも及び、
四・二都ｄ判決の判例変更も必至と予想する向きが圧倒的であつたと思われる。し
かも、政府による公務員等のスト権に関する当時の審議状況からすれば、間近い時
期に公務員のスト権法制が組合側に有利に改変される予測が立ち得る状況にもなか
つた。したがつて、判例が動揺状態にあつたとみても、それは決して公務員のスト
を全面的に適法視する方向に動いていた関係のものではない。してみると、四・二
五判決からすでに約一年を経て、敢えて決行された本件ストに対する司法の立場と
しては、同判決の趣旨に同じる限り、組合指導者にもその趣旨をきびしく受けとめ
るべく求める態度をとるのが正則であろう。まして、被告人らにとつて、同判決の
趣旨は到底容認できるものではないとして、当初から、「たたかい」の対象とみな
されていたのであつて、このことはその判決が動揺期のなかにあろうと否とには毫
もかかわりはなかつたと思料される。現に、被告人らに指導されたｃは本件スト
後、昭和五一年の前記五・二一判決、同五二年の五・四判決があつて、客観的にみ
て判例がもはや疑問の余地がなく確立したとされる状態になつてもなお短時間とは
いえストを敢行し続けてきたのであつて、原判決の如く判例が動揺期にあつたこと
を必要以上に重視するのは必ずしも均衡のとれた見方とはいい難いものがある。し
たがつて、原判決のこの点に関する説示は、公務員ストに対する従来の量刑と比較
した場合、被告人らに対し罰金刑の緩刑を科した理由としては些か薄弱というほか
なく、むしろ本件が重大性をもつ事犯であつたことを認めるならば、これに対する
否定的評価を、単に「けじめ」をつけるという観点を超え、その刑の質と量の両面
においてふさわしい形で明確化しておくのをよしとすべきであつたと考える。
　４　かくして、以上総合考量のうえ、当裁判所としては、被告人両名を罰金刑に
とどめた原判決の刑の量定は、たとえその最高額を科したものであるにしても、な
お軽きに失すると判断する。
　若干付言すると、ＩＬＯ関係の意見では、違法なストライキ、特にいわゆる平和
的ストライキに対する科罰に拘禁刑を用いることにはきわめて消極的である（第
一、三、７参照）。労使関係の安定を阻害することを主たる理由とする。もつと
も、わが国の執行猶予制の如きものについてどのように認識しているかは分明でな
いのであるが、いずれにしても、わが国において、広く公務員制度の全体、そして
また公務員労働運動のあり方、さらには全刑罰体系、違法行為に対するその抑止力
等を総合的に考察し、スト禁止の法制度を設けたうえでこれを維持する観点から適
当な体刑規定を公務員法に置いていることは、十分な政策的意義を有するものと考
えられる。地公法六一条四号（国公法一一〇条一項一七号も同じ。）に罰金刑のほ
か、三年以下の懲役刑を規定しているのは決して不合理なものではない。しかし、
そうだとはいつても、本件においては、前叙２のような事情も存し、また事件発生
後一〇余年の時日を経過してｃの労働闘争にも若干の変容がみられ、またｃ委員長
たる被告人ａも、都ｄ委員長たる被告人ｂも、ともにすでにその地位を去つている
こと等を考慮すると、被告人両名に対し、原審検察官の求刑の如き重刑を科する必
要はなく、また直ちに実刑をもつて臨むことも適切を欠くといわなければならな
い。他方、ｃ委員長であつた被告人ａと、都ｄ委員長であつた被告人ｂとの間には
当然その刑責において差等があるべきである。後者については、当時同時にストを
指導しながらも訴追に至らなかつたｃ幹部、各県ｄ委員長らとの権衡等もそれぞれ
考慮する必要があるであろう。
　ともあれ、被告人両名に対する原判決の量刑は不当といわざるを得ない。検察官
の論旨は理由がある。
　第三　破棄自判の内容
　よつて、刑訴法三九七条一項、三八一条により原判決を破棄し、同法四〇〇条但
書により次のとおり自判する。
　原判決の認定した事実（但し、その一部を左記のとおり改める。）に法令を適用



すると、被告人両名の各所為は、それぞれ包括して刑法六〇条、地公法六一条四
号、三七条一項前段に該当するので、いずれも懲役刑を選択し、その所定刑期範囲
内で被告人ａを懲役六月に、被告人ｂを懲役三月に各処し、刑法二五条一項によ
り、被告人両名に対し、この裁判確定の日から一年間それぞれその刑の執行を猶予
し、原審及び当審における訴訟費用については、刑訴法一八一条一項本文により別
紙訴訟費用負担表記載のとおり被告人両名に負担させることとして、主文のとおり
判決する。
　　　　　　　　記
　原判決の「罪となるべき事実」中
　１　第一、一の「指令第一八号」を「指示第一八号」に改める。
　２　第一、二、３の（一）、（三）及び（四）中、「指令」を「行動要請」に改
める。
　３　第一、二、３、（二）を
　「同年四月九日、ｃ本部役員らと共謀のうえ、右ｃさん下小・中教職員らに対す
る右（一）と同趣旨の行動要請を都教連を介して都ｄあて発出伝達し、」に改め
る。
　４　第一、二の終二行を
　「もつて、地方公務員に対し、同年四月一一日の同盟罷業の遂行をあおり（右３
の（一）、（三）及び（四）の関係）、またはあおることを企て（右３の（二）の
関係）、」に改める。
　５　第二、二、１の「右指令を伝達し、」を「右指令の趣旨を伝達し、」に改め
る。
　６　第二、二、３を削る。
　（裁判長裁判官　萩原太郎　裁判官　小林充　裁判官　奥田保）
別　紙
＜記載内容は末尾１添付＞


